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 財政制度審議会会長　鈴木　永二

　財政制度審議会は、本年度、公共事業の配
分のあり方に関し、歳出の削減合理化等に関
する特別部会の下、公共事業に関する小委員
会を設置し、集中的な審議を行ってきた。同
小委員会報告は、歳出の削減合理化等に関す
る特別部会において了承され、更に総会にお
ける了承の上、ここに当審議会として報告す
る運びとなった。
　政府におかれては、本報告に提示した考え
方に沿い、公共事業の配分の見直しに勇断を
もって取り組まれるよう強く要望する。
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　上記委員のほか、矢田壯一（日本放送協会
解説委員室解説主幹）が平成 5年10月28日ま
で参加した。
（○印を付した委員及び特別委員は、公共事
業に関する小委員会に所属した委員及び特別
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財政制度審議会公共事業に 
関する小委員会の審議経過

テーマ

第 1回
（10月12日）

○事務局説明
（公共事業の各事業の概要と課
題等）

第 2回
（10月26日）

○ヒアリング
（農林水産省、運輸省、建設省）

第 3回
（11月 9 日）

○ヒアリング
（兵庫県知事、金沢市市長、西
川町町長）

第 4回
（11月19日）

○小委員会報告素案　審議

第 5回
（11月26日）

○小委員会報告案　審議

1．はじめに
⑴　本格的な高齢化社会が到来する21世紀を
間近に控え、真に豊かさを実感できる社会
を実現するためには、今後社会資本整備を
着実に推進する必要がある。高齢化社会を
前に投資余力のある期間はわずかしか残さ
れておらず、また、財政事情が極めて深刻
になっている現在、従来のように各省の枠
の中に留まらず、真に緊急に整備が必要と
される分野に思い切った重点投資を行う必
要がある。
⑵　社会資本整備は、公的部門と民間部門及
び公的部門の中でも国と地方の適切な役割
分担の下で進められる必要がある。しかし
ながら、社会資本整備のうち国の役割とし
て進められる公共事業に関しては、近年、
その資金配分が硬直化してきているとの批
判がなされている。
⑶　石油ショック以降、我が国経済が高度成
長から安定成長へ移行するのに対応し、行
政改革を推進するため、徹底して歳出を抑
制しつつ、種々の制度改正を行ってきた。

公共事業についても同様に、総額を抑制し
事業実施の合理化を図り、その過程で、ま
ず各省庁の枠の中において公共事業を重点
的に配分してきた。その後、公共投資基本
計画等を踏まえ、最近になって、生活関連
重点化枠を設けるなど配分見直しに取り組
んできたが、省庁別の配分という観点から
みると大きな変化など生じていない。

⑷　バブル崩壊後、先行きの不透明な経済動
向の下で、公共事業の果たす景気調整機能
に対する期待は益々高まってきていると思
われるが、一方、公共事業の果たすもう一
つの重要な役割である資源配分機能につい
ては、近年、配分の硬直化により、必ずし
も適切な機能を果たしているとは言い難い。
このような公共事業における資源配分の硬
直化は、現世代だけでなく、将来世代にわ
たって影響が及ぶものであり、早急にこれ
を是正する必要がある。

　財政の本来の機能を十分に発揮させるため、
また財政資金を効率的に使用するため、財政
制度審議会は従来より歳出項目全般について
検討を行ってきている。以上のような認識の
下で、今年度は、公共事業の配分のあり方に
ついて集中的な検討を行った。
2  ．社会資本整備における公共事業の役割
　公共事業の配分を検討するにあたっては、
まず、公共事業が社会資本整備全体の中でど
のような役割を果たしているのかを明らかに
する必要がある。以下、順に、社会資本の範
囲、官民の役割分担、国と地方の役割分担、
各省庁の役割分担等について検討する。
⑴　社会資本の範囲
　社会資本とは、一般に、私的な利潤動機に
よる投資のみに委ねると、必要とされる資本
量が国民経済社会の必要性からみて、欠落す
るかあるいは著しく不均衡になる等好ましく
ない状態が発生すると考えられる資本とされ
ている。
　長い目で歴史を振り返ってみると、技術の
進歩や国民の価値観の変化等により、都市交
通において路面電車から地下鉄に変わったよ
うに、あるいは、学校や病院、鉄道のように
民間部門で相当部分を供給するようになるな
ど、具体的な社会資本の中身やその供給のあ
り方は時代の推移に応じて変化してきている。
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　社会資本とは、国民生活や経済活動に必要
不可欠な有形の資本である。最近、教育や文
化、伝統、あるいは人材育成といった次の世
代に残すべきものは全て社会資本に含めて考
えようとする意見もあるが、施設以外の部分
についてまで社会資本に含めることには無理
がある。
⑵　官民の役割分担
　社会資本には、道路や港湾のように外部効
果を持つことから公的部門が整備するものや、
病院や学校のように民間部門でも整備しうる
ものがある。そこで、どういう主体がどうい
う資金でこれを整備していくべきかというこ
とについて、検討する必要がある。
　基本的には、市場において収益性が確保で
きない基礎的な社会資本は公的主体が整備し、
それ以外の社会資本は民間主体が創意と工夫
を発揮して多様なニーズに対応するというこ
とになる。
　三公社の民営化の例をひくまでもなく、公
共性を有する財・サービスを供給する場合で
あっても民間部門で供給できる場合には、ま
ず民間部門の競争に委ねる方が効率的な供給
が可能である。公的部門で供給するのは、民
間部門に任せたのでは、全く、あるいはほと
んど供給されない財に限る方が良い。かかる
視点にたち、今後とも社会資本の官民の役割
分担を考えるべきである。
⑶　国と地方の役割分担
　社会資本整備にあたり公的部門の中で、国
と地方公共団体がどのように役割分担すべき
かが問題となる。
　社会資本整備に関する国の関与の仕方とし
ては、国が自ら整備主体となって費用を負担
するものと、地方公共団体が整備主体となる
ものに国が補助金等の形で費用負担するもの
がある。
　国が自ら整備主体となって行う事業は、影
響が広域に及び規模が大きい事業、あるいは
技術的に困難な事業、また、全国的見地から
重要である事業等の基準に沿う事業を原則と
すべきである。
　一方、地方公共団体が整備主体になる場合
の補助金は、ナショナルミニマムの必要性に
もかかわらず地方公共団体ごとの整備水準が
不均衡になる可能性のある公共施設を対象と

すべきである。その際、国の関与は社会資本
の分野でできるだけ基本的な部分に限定する
ことが望ましい。従って、その補助対象の範
囲、運用が地方公共団体の自主性を損なうこ
とがないよう常に見直す必要がある。
　小規模でかつ住民に身近な社会資本の整備
は、地方公共団体が自らの財源と自らの判断
で実施する地方単独事業によるべきである。
⑷　省庁間の役割分担
　国が関与して整備すべき社会資本について、
どの省庁が担当すべきかという問題を検討す
る必要がある。この点に関しては、各省庁が
本来果たすべき役割を踏まえ、例えば、建設
省は国土建設や住宅供給に、農林水産省は食
料の安定的確保や農村の活性化に、運輸省は
交通輸送対策に重点を置くことが望ましい。
各省で類似の事業を行っている場合は、その
事業の本来の事業目的に照らして、各省庁の
役割分担を見直すことが必要である。
　具体的には、建設省、農林水産省、運輸省
で実施されている道路、農道、臨港道路事業
等、建設省、農林水産省、厚生省で行われて
いる下水道、農業集落排水、合併処理浄化槽
事業、さらには、運輸省、建設省、農林水産
省の三省で分割実施されている海岸事業につ
いては、各々の省庁が縦割的に独自の評価を
行うため、効率的な投資が損なわれたり、適
正な採択や進度調整が困難になるおそれがあ
る。
　しかしながら、この問題は最終的には行政
組織のあり方に係わる問題であり、慎重かつ
総合的な検討が必要である。従って、当面、
これらの事業については、関係省庁間で適切
な調整を行い、効率的な資金使用に努める必
要がある。
⑸ 　「公共事業関係費」の範囲の見直し
　国が自ら整備主体となったり、補助金とい
う形で地方公共団体の事業に関与して整備す
ることが適当とされた社会資本は、国の一般
会計予算の分類でいうと、「公共事業関係費」
と「その他施設費」によって整備されている。
　両者を比較すると、「公共事業関係費」が
対象とする事業は土木工事が中心であり、ま
た受益が特定し難く、その施設単体で効用を
発揮するものである。これに対し、「その他
施設費」が対象とする事業は建築工事が中心



であり、病院、学校等のように施設だけでは
効用を発揮できず医師、教員等が提供する公
共サービスが重要となるものである。
　しかしながら、「公共事業関係費」の対象は、
空港や上下水道等の整備事業が後から追加さ
れたように、幾多の変遷を経て現在に至って
おりその基本的性格が維持される限り、対象
範囲について硬直的に考える必要はない。こ
のような観点からすれば、最近の社会経済情
勢や国民のニーズを踏まえて、地下鉄等のイ
ンフラ整備についてはこれを「公共事業関係
費」の対象とすることも検討すべきである。
　公共事業予算に関連し、現在「その他施設
費」の対象となっている学術研究施設や社会
福祉施設についても、文教政策や社会福祉政
策の体系の中で、的確な位置づけを行いつつ
整備すべきである。具体的には、学術研究施
設は、将来の我が国の発展のために予算の重
点的配分に努めることが望ましい。また、社
会福祉施設については、高齢化社会の到来に
備えて着実な整備を行う必要がある。
　最近、財政法第四条に基づく公債発行対象
経費の範囲を拡大してはどうかという議論が
みられる。しかしながら、建設公債発行は一
定の耐用年数を有する資産の形成を行い、そ
こからの受益が将来世代にまで及ぶために、
例外的に認められているものである。耐用年
数の短い機器類にまでその対象範囲を拡大す
ることは、建設公債の名の下に事実上、赤字
公債を発行することになるので、財政節度堅
持の観点から行うべきではない。
3  ．公共事業予算の配分の考え方
⑴　配分の推移
　公共事業の事業別配分は、長い目でみれば、
国民のニーズや時代の要請に応えて変化して
きている。
　戦後の公共事業の歴史を概観してみると、
戦後復興期においては食料増産や治山、治水、
災害復旧等の国土保全に資する事業に重点投
資された。次いで、高度成長期には道路、港
湾等産業振興に資する事業が中心となった。
さらにそれ以降は、生活環境の改善を図るた
め、住宅、下水道、公園、環境衛生等国民生
活に身近な分野が重視されてきている。
　その間、各省庁の枠の中では、事業別配分
にそれなりの努力の跡がみられるものの、省

庁別配分の観点からみるとさしたる変化は起
きていない。特に、昭和50年代後半以降、行
財政改革が推進される中で公共事業予算が抑
制されたため、配分の固定化が進んできた。
その後平成 3年度に生活関連重点化枠が設け
られ、配分の見直しに取り組んできたが、重
点枠自体の規模が小さかったこともあり、全
体として大きな変化は生じていない。
⑵ 　配分の見直しにあたっての考え方
　公共事業の配分の見直しにあたっては、ま
ず、高齢化社会が本格化する21世紀までのわ
ずかな期間に、限られた資金を重点的・効率
的に使用することが最も重要な課題であるこ
とを確認せねばならない。
　また、公共事業の配分にあたっては、その
時々の社会経済情勢の変化や国民のニーズを
踏まえ、省庁の枠を超えて事業別に優先度を
つけることが重要であり、省庁別の配分比率
はその結果であるという考え方に立つべきで
ある。
⑶　配分の基準
　現行の各公共事業は、それぞれ複数の事業
項目から構成されているが、大別すれば、次
の通り、A生活環境整備、B国土保全、C産
業基盤整備の三つの類型に分離される。
A　住宅、下水道、農業集落排水、上水道、
廃棄物処理施設、公園、生活圏内道路、
等

B　治水、海岸、森林整備（治山、造林、
林道）、等

C　工業用水、漁港、沿岸漁場整備、港湾、
農業生産基盤、等

　三類型の優先順位は、上記⑵「配分の見直
しにあたっての考え方」の下で次の理由によ
りA、B、Cの順とすることが適当である。
A　生活環境整備については、国土保全、
産業基盤整備に比べ事業の本格的実施が
遅れたため、限られた期間に緊急に整備
をする必要があるところから、当面、集
中的に投資するよう努めるべきものであ
る。

B　国土保全については、我が国の自然的
特性からいって、特定の時期に完了する
といった性格のものではないので、長期
的視点から着実に実施していくべきであ
る。
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C　産業基盤整備については、これまでの
投資実績や国民経済に占める比重の変化
等を考慮すると、これからの我が国経済
の成長のために必要な分野には適切な配
慮をしながらも、全体としては、重点的
かつ抑制気味に扱うべきである。

　高速道路、拠点空港等は、上記の三類型に
分類し難いものではあるが、国土の骨格の形
成、あるいは、国際社会との交流のための基
盤的施設であり、各々の必要性を見極めなが
ら、着実に整備していくことが必要である。
　また、このような基準で配分した場合には、
現状に比べて都市重視の考え方であり、国土
の均衡ある発展に逆行するとの反論も予想さ
れる。
　しかしながら、都市においても、地方にお
いても最近の国民のニーズは便利で住みよい
生活環境を形成してほしいということであり、
下水道等の生活環境整備型の事業の多くは、

実際に、都会よりも地方でより多く実施され
ている実績がある。従って、上記の優先順位
による配分を行っても、都会重視になるとか
地域振興に反するということには決してなら
ない。
4．おわりに
　平成 6年度予算の編成にあたっては、今回
提示した考え方に沿ってできるだけ大幅な配
分見直しが実現されることを強く期待してい
る。もとより、配分の問題は平成 6年度だけ
に限られるものではなく、不断の検討が必要
であることは言うまでもない。政府は公共事
業に対するニーズの変化を的確に把握し、情
勢に応じた適切な配分に努めるよう希望して
おきたい。
（出所 ）「公共事業の配分のあり方に関する報

告　平成 5 年11月26日　財政制度審議
会」（財務省図書館所蔵）。



8-
13
6　
「
建
議
」
及
び
「
報
告
」
の
平
成
6
年
度
予
算
に
お
け
る
主
な
措
置
状
況

 
（
総
論
）

「
建
議
」・
「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
6
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

1
 ．
真
に
必
要
な
財
政
需
要
に
は
適
切
に
対
応
し
つ
つ
も
、
各

歳
出
項
目
に
つ
い
て
は
、
制
度
、
施
策
の
根
本
に
さ
か
の

ぼ
っ
た
従
来
以
上
に
徹
底
し
た
見
直
し
を
行
い
、
限
ら
れ
た

財
政
資
金
の
重
点
的
、
効
率
的
な
配
分
に
努
め
る
べ
き
。

◎
 　
誠
に
深
刻
な
財
政
事
業
の
下
、
限
ら
れ
た
財
政
資
金
の
重
点
的
・
効
率
的
配
分
に
よ
り
「
21
世
紀
ビ
ジ
ョ
ン
」
で
示
さ
れ
た
方
向
や
生

活
者
重
視
の
観
点
等
を
踏
ま
え
、
質
的
な
充
実
に
配
慮
。

〔
主
要
経
費
別
伸
率
の
推
移
〕 

（
単
位
：
％
）

2
年
度

3
年
度

4
年
度

5
年
度

6
年
度

社
会
保
障
関
係
費

6.6
5.1

4.3
3.2

2.6
文
教
及
び
科
学
振
興
費

3.6
5.5

5.4
2.4

2.4
恩
給
関

係
費

▲
1.0

▲
1.6

▲
1.4

▲
0.4

▲
0.8

防
衛
関

係
費

6.1
5.4
5

3.8
1.9
5

0.9
公
共
事
業
関
係
費

0.3
6.0

5.3
5.7

4.7
　
含
N
T
T
等
事
業
分

0.2
2.4

4.5
4.8

4.0
（
5.0
）

経
済
協

力
費

6.9
7.8

7.0
5.7

4.4
（

O
D

A
）

8.2
8.0

7.8
6.5

4.8
中
小
企
業
対
策
費

0.1
0.3

0.3
▲
0.2

▲
3.8

エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
費

3.8
8.1

6.6
3.8

3.2
食
糧
管

理
費

▲
5.5

▲
5.6

▲
8.3

▲
9.0

▲
11
.9

そ
の
他
の
事
項
経
費

2.7
4.6

5.1
3.3

1.5
一
般
歳

出
計

3.8
4.7

4.5
3.1

2.3
〔
経
　
常
〕

4.6
4.2

4.1
2.4

1.7
〔
投
　
資
〕

0.7
3.9

　
（
6.7
）

5.8
6.0

4.8

う
ち
社
会
福
祉
費

6.7
保
健
衛
生
対
策
費

3.3

う
ち
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
金

2.3
国
立
学
校
特
会
繰
入

4.0
科
学
技
術
振
興
費

7.1

　
　
○
　
防
衛
関
係
費
に
つ
い
て
は
、
昭
和
35
年
度
（
0.6
％
）
以
来
の
1
％
を
切
る
低
い
伸
び
。

　
　
○
 　
O
D
A
に
つ
い
て
は
、
円
高
に
よ
る
影
響
や
5
年
度
3
次
補
正
の
追
加
額
（
80
億
円
）
を
加
味
す
れ
ば
、
実
質
的
に
概
ね
5
年
度

並
み
の
実
力
伸
率
を
確
保
。

　
　
○
 　
中
小
企
業
対
策
費
に
つ
い
て
は
、
商
工
会
経
営
指
導
員
人
件
費
等
の
地
方
交
付
税
措
置
へ
の
移
行
分
（
一
般
財
源
化
 2
37
億
円
）

を
含
め
た
中
小
企
業
対
策
総
予
算
ベ
ー
ス
で
対
前
年
度
 4
.3％
の
伸
び
を
確
保
。

　
　
○
 　
食
糧
管
理
費
に
つ
い
て
は
、
ピ
ー
ク
時
（
56
年
度
）
の
3
割
弱
。
一
方
、
一
般
農
政
費
に
つ
い
て
は
、
過
去
最
高
の
水
準
を
確
保
。

　
　
○
 　
3
年
度
公
共
事
業
関
係
費
、
及
び
〔
投
資
〕
欄
の
下
段
（
　
）
書
き
は
、
補
助
率
戻
し
分
を
含
ん
だ
も
の
。
ま
た
、
6
年
度
は
組

替
後
ベ
ー
ス
。
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平成 6年度　　437
「
建
議
」・
「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
6
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

2
 ．
5
年
度
3
次
補
正
予
算
及
び
6
年
度
予
算
を
通
じ
て
可
能

な
限
り
景
気
に
配
慮
す
る
よ
う
努
め
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

◎
 　
一
般
歳
出
全
体
が
低
い
伸
び
と
な
っ
て
い
る
中
、
投
資
的
経
費
は
高
い
伸
び
を
確
保
。
ま
た
、
公
共
投
資
に
つ
い
て
も
、
5
年
度
3
次

補
正
に
よ
る
追
加
分
を
合
わ
せ
み
れ
ば
、
相
当
規
模
を
確
保
。

　
○
　
一
般
歳
出
等
の
伸
率
の
推
移
（
当
初
予
算
ベ
ー
ス
、
単
位
：
％
）

58
～
62

63
元

2
3

4
5

6
（
年
度
）

一
般
歳
出

▲
0.0

　
1.2

3.3
3.8

4.7
4.5

3.1
2.3

〔
経
　
常
〕

　
1.0

　
1.7

3.8
4.6

4.2
4.1

2.4
1.7
（
見
込
み
）

〔
投
　
資
〕

▲
3.2

▲
0.4

1.8
0.7

3.9
5.8

6.0
4.8
（
見
込
み
）

（
注
）
58
～
62
年
度
に
つ
い
て
は
、
平
均
伸
率
。
3
年
度
の
投
資
部
門
経
費
は
、
補
助
率
戻
し
分
除
き
。

　
○
　
公
共
投
資
の
規
模
の
確
保

　

4.0
％

公
共
事
業
関
係
費
〔
5
年
度
当
初
〕

8
兆
6,3
84
億
円

〔
6
年
度
当
初
〕

8
兆
9,8
46
億
円
 

（〔
5
年
度
3
次
補
正
〕

1
兆
6,0
45
億
円
）

22
.6％

3
 ．
N
T
T
株
式
売
却
収
入
の
う
ち
、
地
方
公
共
団
体
に
貸
し

付
け
ら
れ
て
い
る
残
高
を
国
債
償
還
財
源
に
復
す
る
措
置
を

講
ず
る
こ
と
に
よ
り
、
定
率
繰
入
れ
を
停
止
し
て
も
、
6
年

度
に
お
け
る
国
債
整
理
基
金
の
運
営
に
支
障
が
生
じ
な
い
よ

う
対
応
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
る
。

　
 　
こ
の
よ
う
な
状
況
を
踏
ま
え
、
6
年
度
の
定
率
繰
入
れ
を

停
止
す
る
こ
と
は
、
当
面
の
財
政
運
営
の
た
め
に
や
む
を
得

な
い
。

◎
　
定
率
繰
入
れ
停
止
措
置
等
に
つ
い
て

建 設 公 債

産
業
投
資
特
会 地
方
公
共
団
体

3兆
　
84
9億
円

2兆
 2
,64
1億
円

定
率
繰
入
れ
の
停
止

Ｎ
Ｔ
Ｔ
事
業
貸
付
金

繰
上
償
還

Ｎ
Ｔ
Ｔ
償
還
時
補
助

　 　 基 金 特 会

国 債 整 理

一 般 会 計



（
各
論
）

「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
6
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

1
．
社
会
保
障

⑴
　
医
療
費
の
適
正
化

◯
 　
レ
セ
プ
ト
点
検
の
強
化
、
指
導
監
督
の
徹
底
な
ど
従
来
か

ら
の
施
策
を
更
に
推
進
す
る
ほ
か
、
長
期
入
院
の
是
正
、
検

査
、
投
薬
の
適
正
化
等
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
診
療
報
酬

の
合
理
化
、
薬
価
基
準
の
適
正
化
を
図
る
。

○
　
指
導
監
督
、
レ
セ
プ
ト
の
点
検
及
び
審
査
、
医
療
費
通
知
等
従
来
ベ
ー
ス
の
対
策
の
充
実
・
強
化
。

○
　
長
期
入
院
の
適
正
化
等
老
人
医
療
費
の
適
正
化
。

○
　
急
増
を
続
け
る
老
人
医
療
費
に
対
し
て
、

　
・
 　
適
正
な
自
己
負
担
や
い
わ
ゆ
る
社
会
的
入
院
の
是
正
等

を
内
容
と
す
る
診
療
報
酬
支
払
方
式
面
で
の
対
応
に
よ
り

医
療
費
の
無
駄
を
省
く
。

　
・
 　「
高
齢
者
保
健
福
祉
推
進
十
か
年
戦
略
」
の
着
実
な
実

施
等
に
よ
り
、
医
療
に
偏
ら
な
い
健
康
づ
く
り
や
在
宅
福

祉
な
ど
の
総
合
的
な
施
策
を
進
め
る
こ
と
が
重
要
。

○
　
老
人
保
健
制
度
の
改
正
。

　
①
　
入
院
時
の
食
事
に
つ
き
、
定
額
自
己
負
担
の
導
入

　
②
　
在
宅
医
療
の
推
進

　
　
　
　
・
か
か
り
つ
け
医
師
機
能
を
診
療
報
酬
で
評
価

　
　
　
　
・
訪
問
看
護
事
業
の
拡
大
（
老
人
　
→
　
　
難
病
等
）

○
　「
高
齢
者
保
健
福
祉
推
進
十
か
年
戦
略
」
の
着
実
な
推
進
。

　
　
　
　
・
在
宅
福
祉
対
策
の
緊
急
整
備
　
　
　
　
　〔
5
年
度
〕　
　
 〔
6
年
度
〕

　
　
　
　
　
　
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
の
大
幅
な
増
員
　
　
52
,40
5人
　
→
　
59
,00
5人
　（
6,6
00
人
増
）
等

　
　
　
　
・
施
設
の
緊
急
整
備

　
　
　
　
　
　
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
の
整
備
　
　
　

　20
2千
床
　
→
　

　21
2千
床
　（
10
千
床
増
）
等

○
 　
医
療
法
に
基
づ
く
都
道
府
県
の
医
療
計
画
を
基
本
と
し
つ

つ
、
病
院
・
病
床
等
の
適
正
配
置
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、

病
床
過
剰
地
域
に
お
け
る
病
床
の
削
減
方
策
を
検
討
。

○
　
医
療
計
画
に
基
づ
く
病
床
規
制
の
実
施
。

⑵
　
医
療
保
険
制
度

◯
 　
医
療
費
の
適
正
・
公
平
な
負
担
、
医
療
保
険
制
度
の
安
定

及
び
患
者
の
サ
ー
ビ
ス
選
択
の
幅
の
拡
大
等
の
観
点
か
ら
、

公
的
医
療
保
障
の
給
付
・
内
容
に
つ
き
見
直
し
を
行
う
べ
き
。

特
に
、
国
民
の
ニ
ー
ズ
が
多
様
化
・
高
度
化
し
て
い
る
入
院

給
食
等
に
つ
い
て
は
、
在
宅
医
療
の
患
者
と
の
バ
ラ
ン
ス
等

を
勘
案
し
つ
つ
、
付
添
看
護
・
介
護
の
是
正
や
在
宅
医
療
の

推
進
と
一
体
の
も
の
と
し
て
、
保
険
給
付
の
在
り
方
を
見
直

し
て
い
く
べ
き
。

○
 　
患
者
ニ
ー
ズ
の
多
様
化
・
高
度
化
に
対
応
し
、
良
質
か
つ
適
切
な
医
療
を
確
保
す
る
等
の
た
め
、
制
度
改
正
を
行
う
。

　
①
・
入
院
時
の
食
事
に
つ
き
、
定
額
自
己
負
担
の
導
入

　
　
　
　
　
患
者
の
自
己
負
担
　
　
　
一
日
（
3
食
）　
80
0円
　（
平
均
的
家
計
に
お
い
て
通
常
か
か
る
食
費
の
額
に
相
当
）

　
　
　
　
　
　
　
　
住
民
税
非
課
税
世
帯
に
つ
い
て
は
 6
60
円

　
　
・
入
院
時
の
食
事
の
改
善

　
②
　
付
添
看
護
・
介
護
に
係
る
給
付
の
改
善

　
③
　
在
宅
医
療
の
推
進

　
　
　
　
・
か
か
り
つ
け
医
師
機
能
を
診
療
報
酬
で
評
価

　
　
　
　
・
訪
問
看
護
事
業
の
拡
大
（
老
人
　
→
　
　
難
病
等
）

　
④
　
出
産
育
児
一
時
金
の
創
設
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
等
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平成 6年度　　439
「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
6
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

⑶
　
国
民
健
康
保
険
制
度

◯
 　
国
庫
負
担
の
増
大
、
所
得
格
差
、
保
険
料
負
担
の
不
均
衡

な
ど
様
々
な
問
題
を
抱
え
て
お
り
、
引
き
続
き
制
度
の
見
直

し
を
進
め
て
い
く
こ
と
が
必
要
。

○
　
医
療
保
険
審
議
会
に
お
い
て
検
討
中
。

⑷
　
国
立
病
院
・
療
養
所

◯
 　
国
立
病
院
・
療
養
所
へ
の
一
般
会
計
繰
入
れ
に
つ
き
、
政

策
医
療
、
看
護
婦
養
成
等
繰
入
れ
対
象
と
す
べ
き
経
費
に
つ

い
て
の
基
準
を
5
年
度
予
算
に
お
い
て
設
け
た
と
こ
ろ
で
あ

り
、
引
き
続
き
こ
の
基
準
に
基
づ
く
予
算
編
成
を
行
う
べ
き
。

〔
5
年
度
予
算
〕

〔
6
年
度
予
算
〕

○
　
一
般
会
計
繰
入
れ
額

2,4
82
億
円

⇒
2,5
88
億
円

　
　
　
　
　
　
繰
入
れ
率

24
.9％

⇒
24
.9％

○
 　
経
営
合
理
化
を
図
る
た
め
、
施
設
の
統
廃
合
及
び
経
営
移

譲
を
実
施
す
る
と
と
も
に
非
効
率
な
運
営
が
な
さ
れ
て
い
る

病
棟
を
集
約
す
る
等
、
引
き
続
き
、
経
営
の
改
善
に
努
力
す

べ
き
。

○
　
施
設
の
統
合

国
立
福
岡
中
央
病
院

国
立
病
院
九
州
医
療
セ
ン
タ
ー
（
仮
称
）

国
立
久
留
米
病
院

○
　
病
棟
集
約 病
床
減

△
15
0床

定
員
減

△
23
人



「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
6
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

⑸
　
年
金

○
 　
年
金
制
度
が
成
熟
化
し
て
い
く
中
、
年
金
制
度
の
安
定
的

運
営
が
図
ら
れ
る
と
と
も
に
、
世
代
間
の
バ
ラ
ン
ス
が
保
た

れ
、
社
会
の
活
力
が
維
持
さ
れ
る
こ
と
を
可
能
に
す
る
制
度

の
再
構
築
が
必
要
。

○
 　
そ
の
た
め
、
平
成
6
年
財
政
再
計
算
に
際
し
、
次
の
よ
う

な
改
正
を
行
う
必
要
が
あ
る
。

　
①
 　
21
世
紀
初
頭
に
は
、
60
歳
台
前
半
期
の
年
金
の
在
り
方

に
つ
い
て
弾
力
的
な
仕
組
み
を
工
夫
し
た
上
で
、
本
格
的

な
年
金
の
支
給
年
齢
を
65
歳
か
ら
と
す
る
。

　
②
 　
年
金
額
改
定
に
つ
き
、
名
目
賃
金
の
伸
び
に
応
じ
見
直

し
て
き
た
従
来
方
式
を
改
め
、
現
役
世
代
の
実
質
的
な
賃

金
（
税
・
社
会
保
険
料
を
除
い
た
賃
金
）
の
動
向
に
応
じ

て
改
定
を
行
う
。

　
③
 　
保
険
料
に
つ
き
、
適
切
な
段
階
的
引
上
げ
を
行
う
。
厚

生
年
金
保
険
料
に
つ
い
て
、
現
役
世
代
内
の
負
担
の
公
平

の
観
点
に
立
ち
、
政
管
健
保
制
度
と
同
様
ボ
ー
ナ
ス
か
ら

も
保
険
料
を
徴
収
す
る
。

　
④
 　
失
業
給
付
と
老
齢
厚
生
年
金
の
併
給
に
つ
き
、
所
要
の

調
整
を
行
う
。

○
　
60
歳
台
前
半
の
厚
生
年
金
の
見
直
し
（
平
成
13
年
度
よ
り
実
施
）

　
　
　
・
 60
歳
台
前
半
の
年
金
は
、
65
歳
以
降
の
年
金
と
は
別
個
の
給
付
（
報
酬
比
例
部
分
の
年
金
）
と
し
、
20
01
年
度
（
平
成
13
年
度
）

か
ら
20
13
年
度
（
平
成
25
年
度
）
に
か
け
て
、
現
行
の
仕
組
み
か
ら
段
階
的
に
切
り
替
え
。

　
　
　
・
 働
く
こ
と
が
著
し
く
困
難
な
障
害
者
や
長
期
加
入
者
（
45
年
以
上
加
入
者
）
に
は
、
65
歳
前
で
の
特
別
支
給
の
老
齢
厚
生
年
金
額

相
当
の
年
金
を
支
給
。

○
　
厚
生
年
金
の
再
評
価
の
方
式
の
変
更
（
平
成
6
年
10
月
実
施
）

　
　
　
　
現
役
世
代
の
税
・
社
会
保
険
料
を
除
い
た
手
取
賃
金
の
上
昇
率
を
用
い
て
再
評
価
。

○
　
保
険
料
率
の
引
上
げ
等

　
　〔
厚
生
年
金
〕

　
　
・
保
険
料
率
の
改
定
（
平
成
6
年
10
月
実
施
）

　
　
　
 　
制
度
の
長
期
的
安
定
を
図
る
た
め
、
5
年
毎
の
財
政
再
計
算
期
に
2.5
％
ず
つ
保
険
料
を
引
き
上
げ
る
こ
と
を
予
定
。
た
だ
し
、

今
回
の
改
正
に
際
し
て
は
、
2.5
％
引
上
げ
と
同
様
の
効
果
を
保
ち
つ
つ
、
引
上
げ
を
二
段
階
に
分
け
て
行
う
。

（
平
成
6
年
10
月
実
施
）

（
平
成
8
年
10
月
実
施
）

14
.5％

16
.5％

17
.35
％

　
・
ボ
ー
ナ
ス
か
ら
の
厚
生
年
金
保
険
料
徴
収
（
平
成
7
年
4
月
実
施
）

　
　
　
　
　
　
保
険
料
率
　
　
　
　
　
　
1.0
％
（
労
使
折
半
）

　
・
標
準
報
酬
等
級
の
改
定
（
平
成
6
年
10
月
実
施
）

　
　
　
　
　
　
上
限
　
　
　
　
　
　
　
53
万
円
　

　
59
万
円

　
　
　
　
　
　
下
限
　
　
　
　
　
　
　
8
万
円
　

　
9.2
万
円

　〔
国
民
年
金
〕

　
・
保
険
料
の
改
定
（
平
成
7
年
4
月
実
施
）

平
成
5
年
度

平
成
6
年
度

平
成
7
年
度

月
額

10
,50
0円

11
,10
0円

11
,70
0円

以
降
平
成
11
年
度
ま
で
毎
年
50
0円

（
平
成
6
年
度
価
格
）
ず
つ
引
上
げ

○
 　
雇
用
保
険
の
失
業
給
付
を
受
け
て
い
る
場
合
は
、
年
金
の
支
給
を
停
止
す
る
（
平
成
8
年
4
月
実
施
）。

　
　
　
高
年
齢
雇
用
継
続
給
付
を
受
け
て
い
る
場
合
は
、
一
定
の
調
整
（
標
準
報
酬
の
10
％
相
当
の
年
金
を
停
止
）
を
行
う
。

 
（
平
成
9
年
4
月
実
施
）
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「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
6
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

⑹
　
福
祉

○
 　
福
祉
施
策
に
つ
い
て
も
、
よ
り
適
正
な
負
担
を
求
め
て
い

く
こ
と
を
検
討
す
べ
き
で
あ
り
、
ま
た
運
営
の
効
率
化
・
合

理
化
を
図
っ
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

○
 　
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
等
措
置
施
設
に
お
け
る
費
用
徴
収
基
準
及
び
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
事
業
の
費
用
負
担
に
つ
い
て
適
正
化
。

⑺
　
雇
用

○
①
 　
希
望
す
れ
ば
少
な
く
と
も
65
歳
ま
で
働
き
得
る
社
会
を

作
る
た
め
の
高
齢
者
の
雇
用
機
会
の
確
保

　
②
 　
女
性
労
働
力
に
お
い
て
年
齢
階
層
別
労
働
力
率
が
M
字

型
を
描
く
状
況
を
是
正
す
る
た
め
の
就
業
環
境
の
整
備

　
 を
は
じ
め
と
す
る
労
働
力
全
体
の
有
効
活
用
策
が
最
も
重
要

な
課
題
と
な
っ
て
お
り
、
定
年
後
も
雇
用
を
継
続
す
る
高
齢

者
や
育
児
休
業
取
得
者
に
対
し
一
定
の
給
付
を
行
っ
て
職
業

生
活
の
円
滑
な
継
続
を
援
助
・
促
進
す
る
仕
組
み
を
雇
用
保

険
制
度
に
創
設
す
る
等
の
対
応
を
図
っ
て
い
く
こ
と
が
必
要
。

○
 　
雇
用
を
め
ぐ
る
社
会
経
済
の
変
化
に
対
応
し
高
齢
者
や
女
性
の
雇
用
継
続
の
援
助
、
促
進
等
を
図
る
た
め
、
雇
用
保
険
制
度
を
改
正

　
　
　
・
高
年
齢
雇
用
継
続
給
付
、
育
児
休
業
給
付
を
新
設
（
平
成
7
年
4
月
実
施
）

　
　
　
・
再
就
職
の
促
進
を
図
る
た
め
再
就
職
手
当
を
拡
充
（
平
成
6
年
4
月
実
施
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　〔
5
年
度
〕　
　
　
　
　

　〔
6
年
度
〕

　
　
　
　
　
　
　
　
　
就
職
促
進
給
付
　
　
　
　
　
3,0
60
億
円
　
　
⇒
　
　
4,2
16
億
円
　（
　
37
.8％
増
 ）

○
　
高
齢
者
が
65
歳
ま
で
現
役
と
し
て
働
け
る
環
境
づ
く
り
を
促
進

　
　
　
・
高
齢
期
雇
用
就
業
支
援
セ
ン
タ
ー
の
設
置
 

　
8
億
円
 （
　
皆
　
増
　
）

　
　
　
・
高
年
齢
者
キ
ャ
リ
ア
活
用
セ
ン
タ
ー
の
設
置
 

　
4
億
円
 （
　
皆
　
増
　
）

　
　
　
・
高
年
齢
者
雇
用
環
境
整
備
奨
励
金
の
創
設
 

　
24
億
円
 （
　
皆
　
増
　
）

　
　
　
・
高
齢
期
就
業
準
備
奨
励
金
の
創
設
 

　
8
億
円
 （
　
皆
　
増
　
）

○
　
女
性
労
働
力
の
就
業
環
境
の
整
備

　
　
　
・
レ
デ
ィ
ス
－
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
設
置
 

8
カ
所
　
　
⇒
 

11
カ
所
　（
　
3
カ
所
増
）

⑻
　
恩
給

○
 　
臨
時
行
政
調
査
会
、
臨
時
行
政
改
革
推
進
審
議
会
の
答
申

等
を
踏
ま
え
、
年
金
制
度
改
革
と
の
バ
ラ
ン
ス
を
考
慮
し
た

見
直
し
を
引
き
続
き
推
進
す
べ
き
。ま
た
、新
規
の
個
別
改
善

は
行
わ
な
い
こ
と
と
す
べ
き
。

○
 　
恩
給
年
額
を
平
成
6
年
4
月
か
ら
1.8
3％
引
き
上
げ
る
等
の
ほ
か
、
各
種
加
算
に
つ
い
て
は
公
的
年
金
の
財
政
再
計
算
と
同
様
の
引
上

げ
を
行
う
。



「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
6
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

2
．
文
教
・
科
学
振
興

⑴
　
文
教
予
算
編
成
上
の
基
本
的
考
え
方

◯
 　
行
財
政
改
革
の
基
本
方
針
を
踏
ま
え
つ
つ
、
初
等
中
等
教

育
と
高
等
教
育
と
の
間
で
の
財
源
配
分
の
見
直
し
を
進
め
、

初
等
中
等
教
育
に
つ
い
て
は
極
力
地
方
公
共
団
体
が
自
主
性

を
発
揮
で
き
る
よ
う
な
見
直
し
を
進
め
る
と
と
も
に
、
高
等

教
育
、
学
術
研
究
へ
資
金
の
重
点
配
分
を
図
る
こ
と
が
重
要
。

こ
の
た
め
、
国
と
地
方
の
機
能
分
担
及
び
費
用
負
担
の
在
り

方
、
受
益
者
負
担
の
適
正
化
等
の
観
点
か
ら
、
各
種
経
費
の

見
直
し
を
進
め
て
い
く
こ
と
が
必
要
。

○
　
初
等
中
等
教
育
の
分
野

　
①
 　
私
立
高
等
学
校
等
経
常
費
助
成
費
補
助
金
に
つ
い
て
、
一
般
補
助
を
削
減
す
る
一
方
で
特
別
補
助
を
充
実
す
る
こ
と
と
し
、
全
体
と

し
て
総
額
の
25
％
相
当
額
を
削
減
。

　
②
 　
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
金
等
に
つ
い
て
、
富
裕
団
体
調
整
措
置
の
対
象
を
現
行
の
不
交
付
団
体
か
ら
財
政
力
指
数
（
当
該
年
度
前
3

年
平
均
）
1.0
超
の
団
体
へ
変
更
。

　
③
　
公
立
学
校
施
設
整
備
費
に
つ
い
て
、
公
立
高
等
学
校
不
適
格
建
物
改
築
事
業
を
一
般
財
源
化
。

　
④
　
高
等
学
校
教
育
近
代
化
設
備
等
整
備
費
補
助
金
の
う
ち
、
特
別
活
動
設
備
（
楽
器
、
ス
ポ
ー
ツ
用
具
等
）
を
一
般
財
源
化
。

　
⑤
　
高
等
学
校
産
業
教
育
設
備
費
等
負
担
金
等
の
補
助
対
象
を
1
個
又
は
1
組
当
た
り
5
万
円
以
上
の
も
の
に
限
定
。

　
⑥
　
理
科
教
育
等
設
備
整
備
費
補
助
金
の
う
ち
、
高
等
学
校
分
の
補
助
対
象
を
1
個
又
は
1
組
当
た
り
4
万
円
以
上
の
も
の
に
限
定
。

○
　
高
等
教
育
の
分
野

〔
5
年
度
〕

〔
6
年
度
〕

　
①
　
科
学
研
究
費
補
助
金
の
増
額

73
6億
円

⇒
　82
4億
円
（
 　1
2.0
％
増
）

　
②
　
日
本
育
英
会
の
育
英
奨
学
事
業

　
　
・
　
大
学
院
修
士
課
程
に
有
利
子
貸
与
制
度
を
導
入

　
　
・
　
貸
与
人
員
の
増
員
　
　
大
学
院

31
,96
0人

⇒
35
,46
0人
（
3,5
00
人
増
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
大
学
学
部
・
短
大
（
1
年
次
）

71
,77
0人

⇒
75
,67
0人
（
3,9
00
人
増
）

　
③
　
日
本
学
術
振
興
会
の
特
別
研
究
員
の
増
員

1,7
00
人

⇒
2,1
00
人
（
 　4
00
人
増
）

　
④
　
国
立
大
学
の
高
度
化
推
進
特
別
経
費
の
増
額

52
億
円

⇒
　6
1億
円
（
 　1
7.7
％
増
）

　
　
　
国
立
大
学
の
研
究
基
盤
重
点
設
備
費
の
増
額

36
億
円

⇒
　4
6億
円
（
 　2
7.5
％
増
）

　
　
　
国
立
大
学
の
大
学
改
革
推
進
等
経
費
を
創
設

―
⇒

　3
0億
円
（
皆
　
　

　増
）

　
　
　
国
立
大
学
の
学
部
教
育
ハ
イ
テ
ク
設
備
費
を
創
設

―
⇒

　1
1億
円
（
皆
　
　

　増
）

⑵
　
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度

◯
 　
文
教
予
算
の
重
点
的
、
効
率
的
配
分
及
び
国
と
地
方
の
機

能
分
担
、
費
用
負
担
の
在
り
方
の
観
点
か
ら
、
制
度
の
目
的
、

発
足
以
来
の
経
緯
等
を
も
踏
ま
え
、
引
き
続
き
、
負
担
対
象

等
に
つ
い
て
見
直
し
を
進
め
て
い
く
こ
と
が
必
要
。

○
 　
富
裕
団
体
調
整
措
置
の
対
象
を
、
現
行
の
不
交
付
団
体
か
ら
財
政
力
指
数
（
当
該
年
度
前
3
年
平
均
）
1.0
超
の
団
体
へ
変
更
（
な
お
、

こ
の
見
直
し
に
よ
り
影
響
を
受
け
る
団
体
に
対
し
て
は
、
平
成
6
年
度
に
お
い
て
、
富
裕
団
体
調
整
額
の
3
分
の
1
相
当
額
を
激
変
緩
和

措
置
と
し
て
交
付
）。

〔
5
年
度
〕

〔
6
年
度
〕

　
　
　
①
　
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
金

26
,89
1億
円

⇒
27
,51
0億
円
（
 
2.3
％
増
）

　
　
　
②
　
養
護
学
校
教
育
費
国
庫
負
担
金

1,0
77
億
円

⇒
1,1
75
億
円
（
 
9.1
％
増
）

○
 　
第
6
次
公
立
義
務
教
育
諸
学
校
教
職
員
定
数
改
善
計
画
の

平
成
6
年
度
に
お
け
る
取
扱
い
に
つ
い
て
は
、
現
下
の
厳
し

い
財
政
事
情
等
を
踏
ま
え
て
検
討
を
行
う
こ
と
が
必
要
。

○
 　
第
6
次
公
立
義
務
教
育
諸
学
校
教
職
員
定
数
改
善
計
画
の
2
年
次
目
と
し
て
、
テ
ィ
ー
ム
テ
ィ
ー
チ
ン
グ
の
導
入
、
特
殊
教
育
諸
学
校

の
学
級
編
成
の
改
善
等
を
中
心
に
、
改
善
増
5,2
35
人
を
措
置
。
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「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
6
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

⑶
　
私
学
助
成

○
 　
私
立
大
学
等
経
常
費
補
助
の
配
分
に
つ
い
て
は
、
私
学
の

独
自
性
の
発
揮
、
教
育
条
件
の
向
上
の
観
点
か
ら
、
よ
り
一

層
の
見
直
し
が
必
要
。

○
 　
私
立
大
学
等
経
常
費
補
助
金
、
私
立
大
学
・
大
学
院
等
教
育
研
究
装
置
施
設
整
備
費
補
助
、
私
立
大
学
研
究
設
備
整
備
費
等
補
助
金
に

つ
い
て
は
、
国
の
財
政
事
情
、
私
学
の
果
た
し
て
い
る
役
割
等
を
総
合
的
に
勘
案
し
、
次
の
と
お
り
計
上
。

〔
5
年
度
〕

〔
6
年
度
〕

　
　
　
①
　
私
立
大
学
等
経
常
費
補
助
金

2,6
55
.5億
円

⇒
2,7
33
.5億
円
（
 2
.9％
増
）

　
　
　
②
　
私
立
大
学
・
大
学
院
等
教
育
研
究
装
置
施
設
整
　
備
費
補
助
金

85
.5億
円

⇒
　

　87
.5億
円
（
 2
.3％
増
）

　
　
　
③
　
私
立
大
学
研
究
設
備
整
備
費
等
補
助
金

24
.5億
円

⇒
　

　26
.5億
円
（
 8
.2％
増
）

○
 　
私
立
高
等
学
校
等
経
常
費
助
成
費
補
助
に
つ
い
て
は
、
当

面
の
誘
導
措
置
と
し
て
発
足
し
た
経
緯
を
踏
ま
え
、
国
と
地

方
の
機
能
分
担
、
費
用
負
担
の
あ
り
方
の
観
点
か
ら
、
制
度

改
正
を
含
め
見
直
し
を
行
う
べ
き
。

○
 　
私
立
高
等
学
校
等
経
常
費
助
成
費
補
助
金
に
つ
い
て
は
、
一
般
補
助
に
つ
い
て
補
助
単
価
の
引
下
げ
（
▲
30
％
）
等
を
行
う
と
と
も
に
、

教
育
改
革
を
一
層
積
極
的
に
推
進
し
て
い
く
た
め
特
別
補
助
を
充
実
。

〔
5
年
度
〕

〔
6
年
度
〕

　
　
　
　
私
立
高
等
学
校
等
経
常
費
助
成
費
補
助
金

84
7億
円

⇒
　

　6
35
億
円
（
 25
.0％
減
）

⑷
　
義
務
教
育
教
科
書
無
償
給
与
制
度

◯
 　
家
計
で
の
消
費
と
り
わ
け
教
育
関
係
支
出
の
実
情
、
及
び

一
律
無
償
は
所
得
配
分
の
観
点
か
ら
適
当
で
な
く
、
ま
た
、

財
政
負
担
に
対
し
一
人
当
た
り
家
計
負
担
軽
減
額
が
わ
ず
か

で
財
政
資
金
の
効
率
的
使
用
の
観
点
か
ら
も
問
題
が
あ
る
点

を
考
慮
し
て
、
今
後
、
有
償
化
に
つ
き
更
に
検
討
を
進
め
る

べ
き
。

○
　
教
科
書
有
償
化
問
題
に
つ
い
て
今
後
引
き
続
き
検
討
す
る
こ
と
と
し
、
6
年
度
予
算
で
は
無
償
措
置
を
継
続
。

〔
5
年
度
〕

〔
6
年
度
〕

　
　
　
　
義
務
教
育
教
科
書
購
入
費
 

44
0億
円

⇒
　

　4
34
億
円
（
 1
.4％
減
）

⑸
　
国
立
学
校
特
別
会
計

○
 　
初
等
中
等
教
育
と
高
等
教
育
の
間
で
財
源
配
分
の
見
直
し

を
行
っ
た
上
で
、
施
設
・
設
備
の
老
朽
化
、
狭
隘
化
が
特
に

著
し
い
大
学
に
つ
い
て
、
そ
の
施
設
等
の
整
備
、
改
善
を
重

点
的
、
計
画
的
に
進
め
る
べ
き
。
併
せ
て
、
教
育
研
究
体
制

の
高
度
化
を
推
進
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
。

○
　
施
設
・
設
備
の
老
朽
化
、
狭
隘
化
が
特
に
著
し
い
大
学
に
つ
い
て
、
そ
の
施
設
等
の
整
備
、
改
善
を
重
点
的
・
計
画
的
に
推
進
。

　
 　
ま
た
、
大
学
院
に
重
点
を
お
い
た
教
育
研
究
体
制
の
高
度
化
を
推
進
す
る
ほ
か
、
学
術
研
究
の
推
進
に
必
要
と
さ
れ
る
基
盤
的
な
研
究

設
備
の
整
備
を
推
進
。

〔
5
年
度
〕

〔
6
年
度
〕

　
　
　
①
　
国
立
学
校
施
設
等
整
備
費

1,8
33
億
円

⇒
2,1
77
億
円
　

　（
18
.8％
増
）

　
　
　
②
　
基
幹
的
教
育
研
究
経
費

1,6
36
億
円

⇒
1,7
11
億
円
　

　（
 4
.6％
増
）

　
　
　
③
　
高
度
化
推
進
特
別
経
費

52
億
円

⇒
61
億
円
　

　（
17
.7％
増
）

　
　
　
④
　
研
究
基
盤
重
点
設
備
費

36
億
円

⇒
46
億
円
　

　（
27
.5％
増
）

　
　
　
⑤
　
大
学
改
革
推
進
等
経
費

―
　

⇒
　

　3
0億
円
　

　（
皆
 
増
）

　
　
　
⑥
　
学
部
教
育
ハ
イ
テ
ク
設
備
費

―
　

⇒
　

　1
1億
円
　

　（
皆
 
増
）

○
 　
国
立
大
学
授
業
料
に
つ
い
て
は
、
私
立
大
学
と
の
格
差
の

現
状
、
高
等
教
育
改
善
等
の
た
め
の
特
別
会
計
の
自
己
財
源

確
保
の
必
要
性
に
も
配
慮
し
、
適
正
化
を
進
め
る
こ
と
が
必

要
。
な
お
、
学
部
別
授
業
料
の
つ
い
て
も
検
討
を
進
め
る
べ
き
。

○
　
国
立
大
学
授
業
料
の
引
上
げ
（
平
成
7
年
4
月
入
学
者
か
ら
）

41
1,6
00
円

⇒
44
7,6
00
円
　

　（
 8
.7％
増
）

（
月
額
3,0
00
円
、
年
額
36
,00
0円
の
引
上
げ
）

○
　
学
部
別
授
業
料
の
導
入
に
つ
い
て
は
、
引
き
続
き
検
討
。



「
報
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度
予
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に
お
け
る
措
置
状
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⑹
　
科
学
技
術

○
 　
基
礎
的
・
創
造
的
研
究
の
充
実
強
化
の
重
要
性
に
配
意
し

つ
つ
、
優
先
順
位
を
十
分
考
慮
し
て
、
重
点
的
・
効
率
的
な

資
金
配
分
を
行
う
こ
と
が
必
要
。

○
 　
大
規
模
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
つ
い
て
は
、
そ
の
必
要
性
、
緊

急
性
や
後
年
度
負
担
の
状
況
を
十
分
検
討
し
、
新
規
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
の
着
手
を
厳
に
抑
制
す
る
と
と
も
に
、
既
定
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
に
つ
い
て
も
緊
要
度
に
応
じ
て
進
度
調
整
を
図
る

べ
き
。

○
　
基
礎
的
・
創
造
的
研
究
の
充
実
強
化
に
重
点
配
分
。

〔
5
年
度
〕

〔
6
年
度
〕

　
　
　
　
科
学
技
術
振
興
調
整
費

13
3億
円

⇒
15
5億
円
　

　（
16
.5％
増
）

　
　
　
　
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
研
究

27
億
円

⇒
32
億
円
　

　（
18
.9％
増
）

　
　
　
　
創
造
科
学
技
術
推
進
事
業

69
億
円

⇒
74
億
円
　

　（
8.6
％
増
）

　
　
　
　
独
創
的
個
人
研
究
育
成
制
度

14
億
円

⇒
17
億
円
　

　（
19
.5％
増
）

○
　
宇
宙
開
発
、
海
洋
開
発
等
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
着
実
な
推
進
。

　
　
　
　
地
球
観
測
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
技
術
衛
星
（
A
D
EO
S）

11
9億
円

⇒
18
4億
円
　

　（
54
.4％
増
）

　
　
　
　
大
型
海
洋
観
測
研
究
船
の
建
造
着
手

―
　

⇒
　

　1
9億
円
　

　（
皆
 
増
）

　
　
　
　
大
型
放
射
光
施
設
（
Sp
rin
g-
8）
の
建
設
費

90
億
円

⇒
11
0億
円
　

　（
21
.8％
増
）

○
　
国
民
生
活
の
質
の
向
上
に
資
す
る
科
学
技
術
の
振
興
。

　
　
　
　
地
震
予
知
研
究

24
億
円

⇒
35
億
円
　

　（
44
.1％
増
）

○
　
大
規
模
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
つ
い
て
は
、
進
度
調
整
に
十
分
留
意
。

　
　
　
　
後
年
度
負
担
額
（
科
学
技
術
庁
所
管
一
般
会
計
予
算
）

2,8
54
億
円

⇒
2,7
15
億
円
（
13
9億
円
減
）

3
．
防
衛

◯
 　
現
在
、
防
衛
力
の
在
り
方
が
検
討
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で

あ
り
、
将
来
の
防
衛
関
係
費
の
硬
直
化
を
招
く
こ
と
の
な
い

よ
う
、
後
年
度
負
担
を
含
め
た
防
衛
関
係
費
全
般
に
わ
た
り
、

効
率
化
・
合
理
化
に
努
め
、
極
力
そ
の
抑
制
を
図
る
こ
と
が

必
要
。

　
 　
6
年
度
防
衛
関
係
費
に
つ
い
て
は
、
以
上
の
よ
う
な
事
情

や
現
下
の
財
政
事
情
等
を
勘
案
し
、
正
面
と
後
方
の
バ
ラ
ン

ス
に
も
配
慮
し
つ
つ
、
そ
の
一
層
の
抑
制
を
図
る
べ
き
。

○
　
6
年
度
防
衛
関
係
費
に
つ
い
て
は
、
昭
和
35
年
度
以
来
の
低
い
伸
び
率
に
抑
制
（
0
％
台
は
34
年
振
り
。）
。

〔
5
年
度
〕

〔
6
年
度
〕

　
　
　
　
防
衛
関
係
費

4
兆
6,4
06
億
円
（
　
＋
 1
.95
％
）

⇒
4
兆
6,8
35
億
円
（
　
＋
　
0.9
％
）

○
 　
装
備
品
の
調
達
等
に
係
る
後
年
度
負
担
に
つ
い
て
は
、
極

力
そ
の
抑
制
を
図
る
こ
と
が
重
要
。

○
　
新
規
後
年
度
負
担
の
抑
制
に
努
力
。

〔
5
年
度
〕

〔
6
年
度
〕

　
　
　
　
新
規
後
年
度
負
担

1
兆
7,7
21
億
円
（
　
＋
　
3.4
％
）

⇒
1
兆
8,3
01
億
円
（
　
＋
　
3.3
％
）

　
　
　
　
　
　
う
ち
正
面

8,5
03
億
円
（
　
＋
　
2.1
％
）

⇒
8,5
79
億
円
（
　
＋
　
0.9
％
）

○
 　
基
地
周
辺
対
策
経
費
に
つ
い
て
は
、
現
下
の
財
政
事
情
を

踏
ま
え
、
引
き
続
き
一
層
の
抑
制
を
図
る
べ
き
。

○
　
基
地
周
辺
対
策
経
費
の
抑
制
に
努
力
。

〔
5
年
度
〕

〔
6
年
度
〕

　
　
　
　
基
地
周
辺
対
策
経
費
（
契
約
ベ
ー
ス
）

1,6
27
億
円
（
　
＋
　
0.0
％
）

⇒
1,6
21
億
円
（
　
▲
　
0.3
％
）

444　　Ⅲ　予算
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告
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度
予
算
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け
る
措
置
状
況

4
．
公
共
事
業

◯
 　
公
共
事
業
の
配
分
に
関
し
て
は
、
高
齢
化
社
会
が
本
格
化

す
る
21
世
紀
ま
で
の
わ
ず
か
な
期
間
に
真
に
緊
急
に
整
備
が

必
要
と
さ
れ
る
分
野
に
思
い
切
っ
た
重
点
投
資
を
行
う
必
要

が
あ
る
と
の
認
識
の
下
、
そ
の
配
分
に
関
す
る
考
え
方
を

「
公
共
事
業
の
配
分
の
あ
り
方
に
関
す
る
報
告
」
に
お
い
て

示
し
た
。

　
 　
6
年
度
予
算
編
成
に
当
た
っ
て
は
、
同
報
告
で
提
示
し
た

考
え
方
に
沿
い
、
公
共
事
業
の
配
分
の
見
直
し
に
取
り
組
む

べ
き
で
あ
る
。

○
　
公
共
事
業
関
係
費
の
規
模
の
確
保

　
　
6
年
度
当
初
予
算
で
は
、
一
般
会
計
の
伸
び
2.3
％
に
対
し
4.0
％
と
高
い
伸
び
。

　
 　
さ
ら
に
、
5
年
度
3
次
補
正
予
算
に
お
い
て
追
加
し
た
1
兆
6,0
45
億
円
を
加
え
れ
ば
、
相
当
規
模
の
公
共
事
業
関
係
費
を
確
保
。（
い

わ
ゆ
る
「
15
ケ
月
予
算
」）

〔
5
年
度
当
初
〕

4.0
％

〔
6
年
度
当
初
〕

〔
5
年
度
3
次
補
正
〕

8
兆
6,3
84
億
円

8
兆
9,8
46
億
円

＋
1
兆
6,0
45
億
円

（
22
.6％
）

（
参
考
 ）「
公
共
事
業
の
配
分
の
あ
り
方
に
関
す
る
報
告
」（
抄
）

3
．
公
共
事
業
予
算
の
配
分
の
考
え
方

⑶
　
配
分
の
基
準

　
現
行
の
各
公
共
事
業
は
、
そ
れ
ぞ
れ
複
数
の
事
業
項
目
か
ら

構
成
さ
れ
て
い
る
が
、
大
別
す
れ
ば
、
次
の
通
り
、
A
生
活
環

境
整
備
、
B
国
土
保
全
、
C
産
業
基
盤
整
備
の
三
つ
の
類
型
に

分
類
さ
れ
る
。

　
A
 　
住
宅
、
下
水
道
、
農
業
集
落
排
水
、
上
水
道
、
廃
棄
物

処
理
施
設
、
公
園
、
生
活
圏
内
道
路
、
等

　
B
 　
治
水
、
海
岸
、
森
林
整
備
（
治
山
、
造
林
、
林
道
）、

等
　
C
 　
工
業
用
水
、
漁
港
、
沿
岸
漁
場
整
備
、
港
湾
、
農
業
生

産
基
盤
、
等

　
三
類
型
の
優
先
順
位
は
、
上
記
⑵
「
配
分
の
見
直
し
に
あ

た
っ
て
の
考
え
方
」
の
下
で
次
の
理
由
に
よ
り
、
A
、
B
、
C

の
順
と
す
る
こ
と
が
適
当
で
あ
る
。

　
A
 　
生
活
環
境
整
備
に
つ
い
て
は
、
国
土
保
全
、
産
業
基
盤

整
備
に
比
べ
事
業
の
本
格
的
実
施
が
遅
れ
た
た
め
、
限
ら

れ
た
期
間
に
緊
急
に
整
備
を
す
る
必
要
が
あ
る
と
こ
ろ
か

ら
、
当
面
、
集
中
的
に
投
資
す
る
よ
う
努
め
る
べ
き
も
の

で
あ
る
。

○
　
生
活
関
連
分
野
へ
の
重
点
投
資

　
 　
財
政
制
度
審
議
会
報
告
を
尊
重
し
つ
つ
、
国
民
生
活
の
質
の
向
上
に
資
す
る
分
野
に
思
い
切
っ
て
重
点
配
分
。
具
体
的
に
は
、
住
宅
、

下
水
道
、
廃
棄
物
処
理
施
設
等
の
事
業
（「
生
活
環
境
整
備
型
」）
に
つ
い
て
は
思
い
切
っ
た
重
点
投
資
を
行
い
、
ま
た
、
治
山
、
治
水
、

海
岸
等
の
事
業
（「
国
土
保
全
型
」）
に
つ
い
て
は
、
着
実
な
伸
び
を
確
保
し
、
さ
ら
に
、
漁
港
、
港
湾
等
の
事
業
（「
産
業
基
盤
整
備
型
」）

に
つ
い
て
は
、
必
要
な
分
野
に
は
重
点
的
な
投
資
を
行
い
つ
つ
も
全
体
と
し
て
は
抑
え
気
味
の
配
分
。

（
対
前
年
度
伸
率
）

住
　
　
　
　
　
宅

6.6
％

治
　
　
　
　
　
水

3.0
％

漁
　
　
　
　
　
港

0.5
％

市
街
地
整
備

9.5
％

治
　
　
　
　
　
山

3.3
％

港
　
　
　
　
　
湾

0.7
％

下
　
　
水
　
　
道

7.0
％

海
　
　
　
　
　
岸

3.0
％

工
　
業
　
用
　
水

1.0
％

農
業
集
落
排
水

16
.3％

廃
棄
物
処
理
施
設

14
.4％

水
　
　
　
　
　
道

10
.0％

公
　
　
　
　
　
園

6.8
％

都
市
・
幹
線
鉄
道

8.5
％

一
　
般
　
公
　
共

4.1
％
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算
に
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B
 　
国
土
保
全
に
つ
い
て
は
、
我
が
国
の
自
然
的
特
性
か
ら

い
っ
て
、
特
定
の
時
期
に
完
了
す
る
と
い
っ
た
性
格
の
も

の
で
は
な
い
の
で
、
長
期
的
視
点
か
ら
着
実
に
実
施
し
て

い
く
べ
き
で
あ
る
。

　
C
 　
産
業
基
盤
整
備
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
の
投
資
実
績

や
国
民
経
済
に
占
め
る
比
重
の
変
化
等
を
考
慮
す
る
と
、

こ
れ
か
ら
の
我
が
国
経
済
の
成
長
の
た
め
に
必
要
な
分
野

に
は
適
切
な
配
慮
を
し
な
が
ら
も
、
全
体
と
し
て
は
、
重

点
的
か
つ
抑
制
気
味
に
扱
う
べ
き
で
あ
る
。

　
高
速
道
路
、
拠
点
空
港
等
は
、
上
記
の
三
類
型
に
分
類
し
難

い
も
の
で
は
あ
る
が
、
国
土
の
骨
格
の
形
成
、
あ
る
い
は
、
国

際
社
会
と
の
交
流
の
た
め
の
基
盤
的
施
設
で
あ
り
、
各
々
の
必

要
性
を
見
極
め
な
が
ら
、
着
実
に
整
備
し
て
い
く
こ
と
が
必
要

で
あ
る
。

　
ま
た
、
こ
の
よ
う
な
基
準
で
配
分
し
た
場
合
に
は
、
現
状
に

比
べ
て
都
市
重
視
の
考
え
方
で
あ
り
、
国
土
の
均
衡
あ
る
発
展

に
逆
行
す
る
と
の
反
論
も
予
想
さ
れ
る
。

　
し
か
し
な
が
ら
、
都
市
に
お
い
て
も
、
地
方
に
お
い
て
も
最

近
の
国
民
の
ニ
ー
ズ
は
便
利
で
住
み
よ
い
生
活
環
境
を
形
成
し

て
ほ
し
い
と
い
う
こ
と
で
あ
り
、
下
水
道
等
の
生
活
環
境
整
備

型
の
事
業
の
多
く
は
、
実
際
に
、
都
会
よ
り
も
地
方
で
よ
り
多

く
実
施
さ
れ
て
い
る
実
績
が
あ
る
。
従
っ
て
、
上
記
の
優
先
順

位
に
よ
る
配
分
を
行
っ
て
も
、
都
会
重
視
に
な
る
と
か
地
域
振

興
に
反
す
る
と
い
う
こ
と
に
は
決
し
て
な
ら
な
い
。

○
　
公
共
事
業
関
係
費
の
シ
ェ
ア
の
変
更

　
 　
各
事
業
の
シ
ェ
ア
の
変
更
幅
の
合
計
は
、
プ
ラ
ス
・
マ
イ
ナ
ス
各
々
約
1.6
％
、
省
庁
別
の
シ
ェ
ア
の
変
更
幅
は
、
プ
ラ
ス
・
マ
イ
ナ

ス
各
々
約
0.9
％
と
極
め
て
大
き
な
も
の
。

（
％
）

58
’

59
’

60
’

61
’

62
’

63
’

元
’

2
’

3
’

4
’

5
’

6
’

事
業
別
シ
ェ
ア
の

変
更
幅
の
合
計

0.0
0.2

0.3
0.3

0.3
0.9

0.2
0.1

0.3
0.2

0.5
1.6

省
庁
別
シ
ェ
ア
の

変
更
幅
の
合
計

0.0
0.0

0.1
0.0

0.0
0.0

0.0
0.0

0.2
0.2

0.2
0.9
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平成 6年度　　447
「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
6
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

5
．
政
府
開
発
援
助

◯
 　
量
的
拡
大
か
ら
、
内
容
面
に
お
け
る
一
層
の
重
点
化
・
効

率
化
が
更
に
重
要
。

1
 ．
一
般
会
計
O
D
A
に
つ
い
て
は
厳
し
い
財
政
事
情
の
中
で
は
あ
る
が
、
引
き
続
き
国
際
貢
献
を
推
進
す
る
こ
と
と
し
、
円
高
に
よ
る
影
響
、

他
の
経
費
と
の
バ
ラ
ン
ス
に
も
留
意
し
て
、
10
,63
4億
円
（
伸
率
4.8
％
）
を
計
上
（
過
去
最
低
の
伸
率
）。

◯
 　
平
成
6
年
度
予
算
編
成
に
当
た
っ
て
は
、
厳
し
い
財
政
事

業
の
下
、
総
額
は
抑
制
し
つ
つ
、
環
境
・
人
口
等
地
球
的
規

模
の
問
題
に
対
処
し
て
い
く
と
と
も
に
、
開
発
途
上
国
の
自

助
努
力
を
支
援
す
る
観
点
か
ら
人
造
り
支
援
の
分
野
に
財
源

の
重
点
配
分
を
行
う
な
ど
、
真
に
効
果
的
な
援
助
を
目
指
す

こ
と
が
必
要
。

2
 ．
総
額
の
伸
び
は
抑
制
し
つ
つ
、
財
源
の
重
点
配
分
を
行
い
、
真
に
効
率
的
な
援
助
を
目
指
す
。

　
⑴
 　
環
境
、
人
口
な
ど
の
地
球
的
規
模
の
問
題
や
、
人
権
、
難
民
、
民
主
化
支
援
な
ど
の
今
日
的
課
題
へ
の
取
り
組
み
。

〔
5
年
度
〕

〔
6
年
度
〕

・
　
国
連
環
境
基
金
拠
出
金

2,2
62
万
㌦

3,6
03
万
㌦
（
　

　＋
59
.3％
）

・
　
国
連
難
民
高
等
弁
務
官
計
画
拠
出
金

8,3
00
万
㌦

10
,00
0万
㌦
（
　

　＋
20
.5％
）

・
　
国
連
婦
人
開
発
基
金
等
拠
出
金

12
8万
㌦

17
8万
㌦
（
　

　＋
39
.1％
）

　
⑵
　
開
発
途
上
国
に
お
け
る
人
造
り
を
支
援
す
る
た
め
の
技
術
協
力
。

・
　
国
際
協
力
事
業
団
に
よ
る
技
術
協
力
の
拡
充

　
　
う
ち
　
研
修
員
受
入
れ

6,9
20
人

7,1
40
人
（
 　
22
0人
増
）

　
　
　
　
　
青
年
海
外
協
力
隊
新
規
派
遣

1,0
30
人

1,1
10
人
（
　
　
80
人
増
）

・
　
留
学
生
関
係
（
途
上
国
か
ら
の
留
学
生
受
入
れ
）

26
0億
円

29
4億
円
（
　

　＋
13
.2％
）

・
　
海
外
に
お
け
る
日
本
語
教
育
支
援

20
.4億
円

23
.3億
円
（
　

　＋
14
.2％
）

　
⑶
 　
こ
の
他
、
草
の
根
レ
ベ
ル
で
き
め
細
か
い
執
行
の
で
き
る
「
小
規
模
無
償
資
金
協
力
」、
災
害
被
災
者
、
難
民
救
済
に
機
動
的
に
対

応
で
き
る
「
災
害
援
助
」
に
つ
い
て
は
、
大
き
く
拡
充
。
ま
た
、
N
GO
の
活
動
を
支
援
す
る
た
め
の
補
助
金
を
拡
充
。

・
　
小
規
模
無
償

10
億
円

15
億
円
（
　

　＋
50
.0％
）

・
　
災
害
無
償

40
億
円

53
億
円
（
　

　＋
32
.5％
）

・
　
N
GO
事
業
補
助
金

4.4
億
円

5.4
億
円
（
　

　＋
22
.7％
）

　
　（
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
補
償
支
援
制
度
創
設
）



「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
6
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

6
．
農
業

⑴
　
農
業
関
係
予
算
の
合
理
化
・
重
点
化

　
 　
経
営
感
覚
に
優
れ
た
効
率
的
・
安
定
的
経
営
体
を
育
成
し
、

こ
う
し
た
経
営
体
が
生
産
の
大
宗
を
担
う
農
業
構
造
が
実
現

さ
れ
る
よ
う
、
財
政
資
金
の
効
率
的
、
重
点
的
配
分
に
努
め

て
い
く
こ
と
が
必
要
。
そ
の
際
、
補
助
金
に
つ
い
て
生
産
対

策
関
係
の
施
設
・
機
会
等
に
係
る
も
の
を
中
心
に
効
率
化
、

重
点
化
の
観
点
か
ら
見
直
し
を
進
め
る
と
と
も
に
、
融
資
の

積
極
的
活
用
を
図
る
べ
き
。

〔
5
年
度
〕

〔
6
年
度
〕

○
　
農
林
水
産
関
係
予
算
総
額

33
,68
0億
円

⇒
34
,18
8億
円
（
　
　
1.5
％
増
）

　
　
　
　
公
共
事
業
関
係
費

18
,22
6億
円

⇒
18
,55
9億
円
（
　
　
1.8
％
増
）

　
　
　
　
食
　
糧
　
管
　
理
　
費

3,1
13
億
円

⇒
2,7
43
億
円
（
　
 1
1.9
％
減
）

　
　
　
　
一
　
般
　
農
　
政
　
費

12
,34
1億
円

⇒
12
,88
6億
円
（
　
　
4.4
％
増
）

　
　
　
　（
注
）
N
T
T
償
還
時
補
助
は
除
い
て
い
る
。

○
　
経
営
体
の
育
成
強
化

　
①
　
総
合
的
融
資
制
度
の
確
立

　
　
 　
農
業
経
営
基
盤
強
化
促
進
法
に
基
づ
く
経
営
改
善
計
画
の
認
定
を
受
け
た
農
業
者
の
計
画
に
即
し
た
経
営
展
開
を
資
金
面
で
着
実
に

支
援
す
る
総
合
的
融
資
制
度
を
確
立
す
る
。

　
　
ア
　
農
業
経
営
基
盤
強
化
資
金
（
仮
称
）
創
設
　
　
　
融
資
枠
　
　
　
40
0億
円

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
金
　
利
　
　
　
3.5
％
（
利
子
助
成
に
よ
り
実
行
金
利
2.0
％
）

　
　
イ
　
農
業
経
営
改
善
促
進
資
金
（
仮
称
）
創
設
　
　
　
融
資
枠
　
　
　
2,0
00
億
円

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
金
　
利
　
　
　
3.3
％
（
変
動
制
）

　
②
　
経
営
規
模
拡
大
等
関
連
資
金
の
拡
充

　
　
　
農
林
公
庫
に
お
け
る
農
業
の
経
営
規
模
拡
大
等
に
資
す
る
農
地
等
取
得
資
金
等
の
融
資
枠
を
拡
大
す
る
。

〔
5
年
度
〕

〔
6
年
度
〕

　
　
　
農
林
公
庫
貸
付
計
画
額

6,0
00
億
円

⇒
6,0
00
億
円
（
　
　
0.0
％
　
）

　
　
　
　
う
ち
農
地
等
取
得
資
金
等
の
3.5
％
資
金
融
資
枠

1,0
78
億
円

⇒
1,3
78
億
円
（

　　
27
.8％
増
）

　
③
　
農
業
経
営
育
成
促
進
農
業
構
造
改
善
事
業
の
創
設

　
　
 　
足
腰
の
強
い
地
域
農
業
を
確
立
す
る
た
め
、
経
営
体
育
成
の
た
め
の
指
導
等
と
有
機
的
連
携
を
図
り
つ
つ
、土
地
基
盤
整
備
、農
業
近

代
化
施
設
等
を
重
点
的
か
つ
短
期
的
（
2
年
間
）
に
整
備
す
る
事
業
を
農
業
構
造
改
善
事
業
の
中
に
創
設
す
る
（
6
年
度
　
10
0億
円
）。

○
　
農
業
の
生
産
性
の
向
上
と
農
村
の
生
活
環
境
整
備
の
推
進

　
 　
効
率
的
・
安
定
的
な
経
営
体
の
育
成
等
を
通
じ
た
国
内
農
業
の
体
質
強
化
を
図
っ
て
い
く
と
と
も
に
、
農
村
地
域
の
生
活
環
境
整
備
の

促
進
を
図
る
観
点
か
ら
の
予
算
の
重
点
化
を
行
う
。

〔
5
年
度
〕

〔
6
年
度
〕

　
　
　
農
業
農
村
整
備
事
業

11
,54
3億
円

⇒
11
,68
2億
円
（
　
　
1.2
％
増
）

　
　
　
　
う
ち
高
生
産
性
大
区
画
ほ
場
整
備
事
業

24
1億
円

⇒
26
9億
円
（

　　
11
.6％
増
）

　
　
　
　
　
　
担
い
手
育
成
基
盤
整
備
事
業

53
億
円

⇒
26
8億
円
（
　
40
5.3
％
増
）

　
　
　
　
　
　
担
い
手
育
成
畑
地
帯
総
合
整
備
事
業

―
　

⇒
67
億
円
（
　
皆
　
　
増
）

　
　
　
　
　
　
農
業
集
落
排
水
事
業

1,0
03
億
円

⇒
1,1
66
億
円
（

　　
16
.3％
増
）

　
　
　
　
　
　
中
山
間
活
性
化
総
合
整
備
事
業

30
0億
円

⇒
34
3億
円
（

　　
14
.4％
増
）
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「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
6
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

○
　
補
助
事
業
の
重
点
化
等

　
①
 　
農
業
構
造
改
善
事
業
費
補
助
金
、
山
村
等
振
興
対
策
事
業
費
補
助
金
等
に
お
い
て
、
構
造
改
善
セ
ン
タ
ー
、
多
目
的
集
会
施
設
等
に

対
す
る
補
助
を
廃
止
（
5
年
度
実
績
：
39
億
円
減
）

　
②
 　
農
業
構
造
改
善
事
業
費
補
助
金
、
先
進
的
農
業
生
産
推
進
対
策
事
業
費
補
助
金
等
に
お
い
て
施
設
、
機
械
等
の
一
部
を
補
助
対
象
か

ら
外
し
、
融
資
化

⑵
　
食
糧
管
理
制
度

　
 　
食
糧
管
理
に
係
る
財
政
負
担
に
つ
い
て
、
以
下
の
よ
う
な

観
点
か
ら
引
き
続
き
一
層
の
縮
減
を
図
っ
て
い
く
必
要
が
あ

る
。

①
　
生
産
者
及
び
消
費
者
米
麦
価

　
 　
今
後
の
米
麦
価
の
決
定
に
つ
い
て
は
、
内
外
価
格
差
縮

小
・
政
府
管
理
経
費
縮
減
・
コ
ス
ト
逆
ザ
ヤ
の
縮
小
を
進
め

て
い
く
こ
と
が
必
要
。

○
　
食
糧
管
理
費

〔
5
年
度
〕

〔
6
年
度
〕

3,1
13
億
円

⇒
2,7
43
億
円
（

　　
11
.9％
減
）

　
①
　
食
糧
管
理
特
別
会
計
繰
入

　
　
 　
食
管
調
整
勘
定
繰
入
に
つ
い
て
は
、
米
麦
に
関
す
る
適
切
な
需
給
管
理
が
行
わ
れ
る
よ
う
措
置
す
る
と
と
も
に
、
5
年
産
米
の
異
例

の
不
作
に
伴
う
取
扱
数
量
の
減
等
を
適
正
に
反
映
さ
せ
、
政
府
管
理
経
費
の
見
直
し
等
を
行
う
こ
と
に
よ
っ
て
、
で
き
る
限
り
の
節
減

を
図
る
。

　
　
　
調
整
勘
定
繰
入

2,1
00
億
円

⇒
1,9
00
億
円
（
　
　
9.5
％
減
）

②
　
水
田
営
農
活
性
化
対
策
費

1,0
13
億
円

⇒
84
3億
円
（

　　
16
.8％
減
）

　
　（
参
考
）
転
作
等
目
標
面
積

67
6千
ha

⇒
60
0千
ha

　　
　
　
　
　

　　
　
　〔
注
 〕
食
糧
管
理
費
　
2,7
43
億
円
は
、
ピ
ー
ク
時
（
56
年
度
、
9,9
48
億
円
）
の
3
割
弱
。
ま
た
、
食
管
特
会
調
整
勘
定
繰
入
　
1,9
00

億
円
は
、
ピ
ー
ク
時
（
51
年
度
、
7,6
90
億
円
）
の
4
分
の
1
弱
。

②
　
学
校
給
食
用
米
穀
値
引
制
度

　
 　
学
校
給
食
用
米
穀
の
値
引
き
に
つ
い
て
見
直
し
を
図
っ
て

い
く
こ
と
が
必
要
。
そ
の
際
、
現
在
の
自
主
流
通
米
中
心
と

な
っ
て
い
る
米
の
流
通
・
消
費
の
実
態
を
踏
ま
え
、
今
後
米

飯
給
食
に
対
し
て
も
、
よ
り
自
主
流
通
米
を
活
用
す
る
方
向

で
検
討
す
べ
き
。

○
　
学
校
米
飯
給
食
助
成
の
節
減
合
理
化

　
　
　
自
主
流
通
米
の
供
給
（
4
～
10
月
）
に
よ
る
助
成
の
節
減

12
億
円
減

　
　
　
父
兄
負
担
（
標
準
的
な
自
主
流
通
米
の
場
合
）

16
0円
／
月

⇒
17
0円
／
月
（

　　
　
7
％
増
）

　
　
　
今
後
と
も
自
主
流
通
米
の
割
合
が
高
ま
る
よ
う
努
力

　（
参
考
）
学
校
給
食
用
牛
乳
供
給
事
業
交
付
金

　
　
　
　
　
　
 学
乳
供
給
日
数
区
分
に
応
じ
学
校
単
位
で
助
成
す
る
現
行
方
式
の
助
成
単
価
を
縮
減
（
10
％
減
）
す
る
と
と
も
に
 

 
学
乳
供
給
の
合
理
化
を
推
進
す
る
た
め
の
方
策
を
導
入



「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
6
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

7
．
運
輸

⑴
 　
日
本
国
有
鉄
道
清
算
事
業
団
債
務
の
処
理

◯
 　
最
終
的
に
国
に
お
い
て
処
理
す
べ
き
債
務
が
巨
額
に
上
る

と
見
込
ま
れ
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
本
問
題
の
重
要
性
に
つ
き

広
く
国
民
の
理
解
を
求
め
つ
つ
、
6
年
度
に
お
い
て
も
土
地

売
却
収
入
の
確
保
に
最
大
限
努
力
す
る
な
ど
資
産
処
分
を
進

め
、
国
鉄
清
算
事
業
団
の
長
期
債
務
の
償
還
に
努
め
る
べ
き
。

○
 　
平
成
6
年
度
に
お
い
て
も
、
土
地
売
却
収
入
の
確
保
に
最
大
限
努
め
る
ほ
か
、
JR
株
式
売
却
収
入
、
鉄
道
整
備
基
金
か
ら
の
収
入
、

補
助
金
収
入
等
に
よ
り
債
務
償
還
を
進
め
る
。

（
参
考
）
国
鉄
清
算
事
業
団
の
長
期
債
務
の
見
込
み

平
成
5
年
度
首

平
成
6
年
度
首

平
成
7
年
度
首

26
.6兆
円

25
.9兆
円

25
.8兆
円

（
平
成
5
年
度
）

発
生
金
利
等

資
産
処
分
収
入
に
よ
る
債
務
減

　
　
・
土
地
処
分
収
入

　
　
・
JR
株
式
売
却
収
入

　
　
・
鉄
道
整
備
基
金
収
入

　
　
・
補
助
金

　
　
・
そ
の
他
収
入

（
見
込
み
）

（
平
成
6
年
度
）

（
予
算
）

1.5
兆
円

発
生
金
利
等

1.5
兆
円

△
2.2
兆
円

資
産
処
分
収
入
に
よ
る
債
務
減

△
1.6
兆
円

0.9
兆
円

　
　
・
土
地
処
分
収
入

1.0
兆
円

1.1
兆
円

　
　
・
JR
株
式
売
却
収
入

0.3
兆
円

0.1
兆
円

　
　
・
鉄
道
整
備
基
金
収
入

0.1
兆
円

0.1
兆
円

　
　
・
補
助
金

0.1
兆
円

0.1
兆
円

　
　
・
そ
の
他
収
入

0.0
兆
円

450　　Ⅲ　予算



平成 6年度　　451
「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
6
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

⑵
　
整
備
新
幹
線
問
題

◯
 　
3
線
5
区
間
以
外
の
区
間
の
新
た
な
着
工
や
規
格
の
変
更

に
つ
い
て
は
以
下
の
よ
う
な
極
め
て
大
き
な
問
題
が
あ
る
。

　
①
 　
新
幹
線
建
設
の
た
め
確
保
さ
れ
て
い
る
財
源
は
3
線
5

区
間
で
手
一
杯
で
あ
り
、
追
加
的
に
必
要
な
膨
大
な
財
源

確
保
の
目
処
は
全
く
立
っ
て
い
な
い
。
ま
た
、
整
備
新
幹

線
の
収
支
採
算
性
は
極
め
て
乏
し
く
、
JR
が
50
％
の
事

業
費
を
負
担
で
き
な
い
こ
と
は
明
ら
か
。

　
　
 　
現
在
の
公
的
助
成
比
率
（
50
％
）
を
超
え
て
助
成
を
行

う
こ
と
は
、
整
備
新
幹
線
が
私
企
業
で
あ
る
JR
の
事
業

用
施
設
で
あ
る
こ
と
を
考
え
れ
ば
、
国
鉄
改
革
の
趣
旨
・

行
財
政
改
革
の
趣
旨
に
も
反
す
る
。

　
②
 　
清
算
事
業
団
債
務
の
う
ち
最
終
的
に
国
が
処
理
す
べ
き

債
務
が
膨
大
に
な
る
と
見
込
ま
れ
る
中
、
更
に
、
巨
額
の

負
担
を
後
世
に
残
す
こ
と
に
つ
き
国
民
の
理
解
を
得
が
た

い
。

　
③
 　
JR
を
第
二
の
国
鉄
と
し
な
い
た
め
に
並
行
在
来
線
の

経
営
分
離
が
必
要
だ
が
、
3
線
5
区
間
以
外
で
経
営
分
離

の
見
通
し
は
全
く
立
っ
て
い
な
い
。

　
 　
3
線
5
区
間
は
既
に
約
2
兆
円
の
巨
大
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と

な
っ
て
お
り
、
し
か
も
進
捗
割
合
が
10
％
強
と
い
う
段
階
で

あ
り
、
今
後
の
事
業
費
の
増
嵩
等
を
考
慮
す
る
と
、
現
在
の

計
画
で
す
ら
達
成
は
容
易
で
は
な
い
。
ま
た
、
高
速
道
路
・

空
港
等
を
含
め
た
総
合
的
な
交
通
体
系
の
一
つ
と
し
て
検
討

さ
れ
る
べ
き
も
の
で
あ
る
。

　
 　
財
源
、
収
支
採
算
性
、
並
行
在
来
線
の
問
題
等
を
考
え
れ

ば
、
現
時
点
に
お
い
て
は
3
線
5
区
間
以
外
の
区
間
の
着
工

や
規
格
の
変
更
を
行
う
こ
と
は
不
可
能
。
従
っ
て
、
基
本
的

枠
組
み
に
従
っ
て
、
3
線
5
区
間
に
限
定
し
て
建
設
を
着
実

に
進
め
て
い
く
べ
き
。

○
　
既
に
着
工
し
て
い
る
3
線
5
区
間
に
限
定
し
て
建
設
を
着
実
に
推
進
す
る
。

○
 　
3
線
5
区
間
以
外
の
区
間
の
新
た
な
着
工
や
規
格
の
変
更
に
つ
い
て
は
、
平
成
6
年
2
月
8
日
の
大
蔵
・
自
治
・
運
輸
三
大
臣
の
申
し

合
わ
せ
に
よ
り
「
3
線
5
区
間
以
外
の
区
間
（
3
線
5
区
間
の
規
格
の
変
更
を
含
む
）
に
つ
い
て
は
、
新
た
な
財
源
を
見
出
す
こ
と
を
前

提
と
し
て
、
平
成
9
年
以
降
新
し
い
基
本
ス
キ
ー
ム
を
検
討
し
、
そ
の
成
案
を
得
る
こ
と
と
す
る
。
そ
の
際
、
国
及
び
地
域
の
財
政
事
情
、

JR
の
健
全
な
経
営
の
確
保
等
に
配
慮
す
る
。
ま
た
、
収
支
採
算
性
の
見
通
し
、
JR
の
同
意
、
並
行
在
来
線
の
経
営
分
離
に
つ
い
て
の
沿

線
地
方
公
共
団
体
の
同
意
、
用
地
確
保
の
見
通
し
等
所
要
の
要
件
が
整
え
ら
れ
て
い
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
」
と
さ
れ
た
。

〔
参
　
考
〕

区
　
　
　
　
　
分

5
年
度
事
業
費

6
年
度
事
業
費

整 備 新 幹 線 建 設 の 事 業 費

〔
新
幹
線
建
設
事
業
費
〕

1,5
91
億
円

1,8
29
億
円

北
陸
新
幹
線
（
高
崎
・
長
野
）

1,2
74
億
円

1,5
01
億
円

東
北
新
幹
線
（
盛
岡
・
青
森
）

84
億
円

88
億
円

九
州
新
幹
線
（
八
代
・
西
鹿
児
島
）

75
億
円

79
億
円

北
陸
新
幹
線
（
金
沢
・
石
動
）

48
億
円

50
億
円

北
陸
新
幹
線
（
糸
魚
川
・
魚
津
）

20
億
円

21
億
円

鉄
道
駅
緊
急
整
備
事
業

90
億
円

90
億
円

整
備
新
幹
線
建
設
推
進
準
備
事
業
費

20
億
円

30
億
円
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報
告
」
に
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け
る
指
摘
事
項

平
成
6
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

8
．
地
方
財
政
・
補
助
金
等

◯
 　
臨
時
行
政
改
革
推
進
審
議
会
の
答
申
等
を
踏
ま
え
、
地
方

財
政
の
歳
出
規
模
の
拡
大
を
厳
し
く
抑
制
し
て
い
く
こ
と
が

必
要
。

○
 　
6
年
度
に
お
い
て
は
、
景
気
に
十
分
配
慮
し
て
地
方
投
資
単
独
事
業
に
つ
い
て
5
年
度
と
同
じ
12
％
と
い
う
高
い
伸
び
を
維
持
す
る
一

方
、
臨
時
行
政
改
革
推
進
審
議
会
答
申
等
の
趣
旨
に
従
い
、
国
と
同
様
、
極
力
、
経
費
の
節
減
合
理
化
に
努
め
、
総
額
を
抑
制
。

　【
歳
出
規
模
】

　
・
　
名
目
歳
出
ベ
ー
ス

　
　
　
　
　
約
80
兆
9,2
00
億
円
程
度
　
対
前
年
度
　
5.9
％
の
増
　（
5
年
度
　
2.8
％
の
増
）

　
・
　
N
T
T
繰
上
償
還
額
を
除
い
た
ベ
ー
ス

　
　
　
　
　
約
79
兆
1,4
00
億
円
程
度
　
対
前
年
度
　
3.6
％
の
増
　（
5
年
度
　
2.8
％
の
増
）

　
・
　
N
T
T
繰
上
償
還
額
及
び
地
方
投
資
単
独
事
業
を
除
い
た
ベ
ー
ス

 
対
前
年
度
　
1.2
％
の
増
　（
5
年
度
　
2.5
％
の
増
）

　（
注
 ）
5
年
度
の
N
T
T
繰
上
償
還
額
及
び
地
方
投
資
単
独
事
業
を
除
い
た
ベ
ー
ス
の
伸
率
は
、
6
年
度
の
伸
率
と
の
比
較
の
た
め
、
4
年

度
に
計
上
さ
れ
た
臨
時
財
政
特
例
債
償
還
基
金
を
除
い
た
ベ
ー
ス
で
算
出
。

◯
 　
平
成
6
年
度
の
地
方
財
政
に
つ
い
て
は
、
近
年
に
な
く
極

め
て
厳
し
い
状
況
に
な
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。
一
方
、
国

の
財
政
事
情
も
誠
に
深
刻
な
状
況
に
立
ち
至
っ
て
い
る
と
こ

ろ
で
あ
る
。
従
っ
て
、
平
成
6
年
度
の
地
方
財
政
対
策
の
具

体
的
方
策
に
つ
い
て
は
、
こ
の
よ
う
な
状
況
を
踏
ま
え
、
適

切
に
対
処
す
る
こ
と
が
必
要
。

1
．
6
年
度
の
地
方
財
政
は
、

　
⑴
 　
6
年
度
の
所
得
税
等
の
減
税
に
よ
り
地
方
交
付
税
が
12
,43
2億
円
、
個
人
住
民
税
等
の
減
税
に
よ
り
地
方
税
等
が
16
,46
1億
円
、
そ

れ
ぞ
れ
減
少
。

　
⑵
　
減
税
の
影
響
を
除
く
通
常
収
支
で
み
て
も
29
,88
6億
円
の
財
源
不
足
。

2
 ．
6
年
度
の
地
方
財
政
対
策
で
は
、
こ
の
よ
う
に
、
近
年
に
な
く
極
め
て
厳
し
い
地
方
財
政
の
状
況
を
踏
ま
え
、
地
方
財
政
の
円
滑
な
運

営
に
支
障
が
生
ず
る
こ
と
の
な
い
よ
う
以
下
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　
⑴
　
減
税
の
影
響
分
に
つ
い
て
は
、
次
の
措
置
に
よ
り
全
額
を
補
塡
。

　
　
①
　
地
方
交
付
税
の
減
少
に
つ
い
て
は
、
交
付
税
特
会
借
入
金
に
よ
り
全
額
補
塡
。

　
　
②
　
住
民
税
等
の
減
少
に
つ
い
て
は
、
減
税
補
て
ん
債
の
発
行
に
よ
り
全
額
補
塡
。

　
⑵
　
通
常
収
支
の
財
源
不
足
額
に
つ
い
て
は
、
次
の
措
置
に
よ
り
全
額
を
補
塡
。

　
　
①
　
地
方
交
付
税
の
増
額
措
置
（
2
兆
88
6億
円
）

　
　
　
・
　
一
般
会
計
加
算
（
1,7
60
億
円
）

　
　
　
・
　
特
会
剰
余
金
の
活
用
（
40
0億
円
）

　
　
　
・
　
特
会
借
入
金
の
償
還
計
画
の
変
更
（
1,9
79
億
円
）

　
　
　
・
　
新
規
の
特
会
借
入
金
（
1
兆
6,7
47
億
円
）

　
　
②
　
建
設
地
方
債
（
財
源
対
策
債
）
の
増
発
（
9,0
00
億
円
）

3
 ．
こ
の
結
果
、
特
会
出
口
ベ
ー
ス
の
地
方
交
付
税
に
つ
い
て
は
、
前
年
度
と
ほ
ぼ
同
額
の
15
兆
5,0
20
億
円
（
対
前
年
度
0.4
％
増
）
を
確
保
。
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成
6
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

【
参
　
考
】
6
年
度
の
地
方
交
付
税
交
付
金

（
6
年
度
）

（
5
年
度
）

法
定
率
分

13
兆
6,1
83
億
円

15
兆
9,8
04
億
円

前
年
度
精
算
額

▲
　1
兆
　3
65
億
円

―
　

法
定

加
算

分
1,7
60
億
円

37
0億
円

特
例

措
置

額
―
　

▲
 
4,0
00
億
円

一
般
会
計
ベ
ー
ス

12
兆
7,5
78
億
円
（
▲
18
.3％
）

15
兆
6,1
74
億
円
（
▲
1.0
％
）

返
還

金
0億
円

2億
円

特
会
借
入
金
等
利
子
等

▲
 

2,1
37
億
円

▲
 
1,2
46
億
円

特
会
借
入
金
償
還

―
　

▲
 

57
8億
円

特
会
剰
余
金
の
活
用

40
0億
円

―
　

特
会

借
入

金
2兆
9,1
79
億
円

―
　

特
会
出
口
ベ
ー
ス

15
兆
5,0
20
億
円
（
＋
0.4
％
）

15
兆
4,3
51
億
円
（
▲
1.6
％
）



「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
6
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

◯
 　
補
助
金
等
に
つ
い
て
は
、
地
方
行
政
の
自
主
性
の
尊
重
、

財
政
資
金
の
効
率
的
使
用
の
観
点
か
ら
、
不
断
の
見
直
し
を

行
う
こ
と
が
必
要
。

⑴
一
般
財
源
化

　
○
　
市
町
村
保
健
活
動
費
交
付
金
（
▲
13
8億
円
）

　
○
　
保
健
所
運
営
費
交
付
金
（
▲
28
億
円
）

　
○
　
児
童
扶
養
手
当
事
務
取
扱
交
付
金
の
う
ち
、
都
道
府
県
及
び
市
町
村
職
員
の
人
件
費
（
▲
33
億
円
）

　
○
　
児
童
手
当
事
務
費
交
付
金
の
う
ち
、
市
町
村
職
員
の
人
件
費
（
▲
18
億
円
）

　
○
　
国
民
健
康
保
険
事
務
費
負
担
金
の
う
ち
、
一
般
事
務
に
係
る
経
費
（
▲
10
0億
円
）

　
○
　
小
規
模
事
業
指
導
費
補
助
金
の
う
ち
、
商
工
会
・
商
工
会
議
所
の
経
営
指
導
員
等
の
人
件
費
等
（
▲
15
8億
円
）

　
〔
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
施
設
の
自
主
的
な
整
備
〕

　
○
　
社
会
体
育
施
設
整
備
費
補
助
金
の
う
ち
、
体
育
館
（
▲
16
億
円
）

　
○
　
公
立
学
校
施
設
整
備
費
補
助
金
の
う
ち
、
公
立
高
等
学
校
不
適
格
建
物
改
築
事
業
に
係
る
経
費
（
▲
11
億
円
）　
　
　
　
　
等

⑵
補
助
制
度
の
見
直
し
等

　
○
　
療
養
給
付
費
負
担
金
（
▲
22
6億
円
）、
老
人
医
療
給
付
費
負
担
金
（
▲
13
3億
円
）

　
　
　
 医
療
保
険
制
度
の
改
正
に
よ
り
、
入
院
時
の
食
事
に
つ
き
定
額
自
己
負
担
を
導
入
（
1
日
80
0円
）
す
る
と
と
も
に
、
付
添
 

 
看
護
の
解
消
や
在
宅
医
療
の
推
進
等
に
財
源
を
重
点
的
に
配
分

　
○
　
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
金
等
（
▲
47
5億
円
）

　
　〔
富
裕
団
体
調
整
措
置
の
対
象
を
現
行
の
不
交
付
団
体
か
ら
財
政
力
指
数
（
当
該
年
度
前
3
年
平
均
）
1.0
超
の
団
体
へ
変
更
〕

　
○
　
私
立
高
等
学
校
等
経
常
費
助
成
費
補
助
金
（
▲
24
6億
円
）

　
　〔
一
般
補
助
の
補
助
単
価
の
引
下
げ
〕

　
○
 　
農
業
構
造
改
善
事
業
費
補
助
金
、
山
村
等
振
興
対
策
事
業
費
補
助
金
等
に
お
い
て
、
構
造
改
善
セ
ン
タ
ー
、
多
目
的
集
会
施
設
等
に

対
す
る
補
助
を
廃
止
（
5
年
度
実
績
：
▲
39
億
円
） 

等
　
　
　

⑶
補
助
対
象
の
重
点
化

　
○
 　
高
年
齢
者
労
働
能
力
活
用
事
業
費
等
補
助
金
の
う
ち
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
委
託
援
助
事
業
に
つ
い
て
、
補
助
対
象
を
設
立
後
10

年
以
内
の
セ
ン
タ
ー
に
限
定
（
▲
5.9
億
円
）

　
○
 　
公
立
社
会
教
育
施
設
整
備
費
補
助
金
の
う
ち
公
民
館
の
補
助
対
象
を
、
現
行
の
33
0m

2
以
上
か
ら
75
0m

2
以
上
の
事
業
に
限
定
（
過

疎
地
域
、
離
島
、
へ
き
地
な
ど
特
別
な
事
情
を
有
す
る
地
域
に
整
備
す
る
場
合
を
除
く
）（
▲
12
億
円
）

　
（
公
共
事
業
関
係
）

　
○
　
河
川
、
港
湾
及
び
漁
港
の
局
部
改
良
事
業
の
採
択
基
準
の
引
上
げ
　
　
　
　
　
　
5
千
万
円
以
上
　
⇒
　
1
億
円
以
上
　
　
等

⑷
零
細
補
助
基
準
の
引
上
げ

（
最
終
補
助
事
業
者
に
お
け
る
1
件
当
た
り
交
付
額
）

〔
現
　
　
　
行
〕

〔
平
成
6
年
度
〕

　
地
方
公
共
団
体
　
都
道
府
県
及
び
政
令
指
定
都
市
  

2,5
00
万
円
未
満

⇒
3,0
00
万
円
未
満

　
　
　
　
　
　
　
　
市
　
町
　
村
  

25
0万
円
未
満

⇒
30
0万
円
未
満

　
民
間
団
体
  

2,5
00
万
円
未
満

⇒
3,0
00
万
円
未
満

（
出
所
 ）
財
政
制
度
審
議
会
総
会
（
第
8
回
）　
平
成
6
年
2
月
28
日
配
付
資
料
⑵
（
財
政
制
度
審
議
会
「
平
成
5
年
度
　
財
政
制
度
審
議
会
資
料
集
　
総
会

編
」
19
7-
21
5ペ
ー
ジ
）。
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8-137　税制改革草案
平成 6年 2月 2日

　本格的高齢化社会を迎え、直接税を中心と
した現行の税制のままでは勤労世代に過度の
負担がかかる等、対応がきわめて困難となっ
ている。このため、個人所得課税を軽減し、
間接税に重点を移した税制に改革し、活力の
ある高齢化社会を実現することが喫緊の課題
である。
　また、この中で現在の景気の低迷を打開す
るため、所得減税を先行して実施する必要が
ある。同時に、 6年度予算において、不要不
急経費の節減、税外収入の確保に努めること
は当然である。
　したがって下記により税制改革を実施する
こととする。
1．国民福祉税（仮称）の創設
⑴　高齢化社会においても活力のある豊か
な生活を享受できる社会を構築するため、
国民福祉税（仮称）を創設する。
  「国民福祉税については、高齢化社会
においても活力のある豊かな生活を享受
できる社会を構築するための経費に充て
ることを目的とする。」旨法定し、下記
の所得減税等と一体の税制改革として実
施する。
・税　率： 7％
・実施日：平成 9年 4月 1日

2．消費税はこれを廃止する。
3．所得減税等
⑴　所得・住民税について、次の減税を行う。
・減税総額：5.3兆円
・実施日　：平成 6年 1月 1日
⑵　また、 法人特別税 （実施日：平成

6年 4月 1日）　0.3兆円
自動車消費税 （実施日：平成
6年 4月 1日）　0.1兆円
相続税 （実施日：平成
6年 1月 1日）　0.3兆円

 を合わせ、減税する。
 減税総額　 6兆円
4．「21世紀ビジョン」の推進
⑴福祉ビジョンの作成等
  高齢化時代における福祉社会を構築す
るため、本年 3 月までに「福祉ビジョ

ン」を作成し、福祉の充実を図る。
  その際、特に、老後の最大の心配であ
る寝たきりになった場合の介護の問題に
ついては、「高齢者保健福祉推進十か年
戦略（いわゆるゴールドプラン）」を見
直し、介護サービスの充実を思い切って
推進する。

⑵生活環境社会資本の整備
  本格的高齢化社会に備え、豊かで質の
高い生活基盤を構築するため、地域の実
情にあった生活環境を中心とする社会資
本の整備を積極的に推進する。

⑶学術・文化の育成と情報化の推進
  創造性にあふれた個性豊かな社会を構
築するため、21世紀をにらんだ基礎研究
や文化・芸術の育成を積極的に進めると
ともに、情報化社会に向けた諸施策を総
合的に展開する。

5．年金生活者等への配慮
⑴　年金生活者、生活保護世帯、各種手当
受給者等、真に手を差し延べるべき人に
ついては、国民福祉税による負担の増加
に対して、給付額の増額等所要の措置を
講ずる。

⑵　所得減税に当たっては、少額納税者を
中心に、課税最低限の引き上げ等により、
その負担の軽減に最大限配慮して所要の
措置を講ずる。

6．中小事業者に対する特例措置
⑴　簡易課税制度等の消費税の中小事業者
に対する特例措置については、公平性を
重視する立場に立って見直し、その縮小
又は一部廃止の方向で改正する。

⑵　免税事業者のいわゆる「益税」につい
ては、適正な価格転嫁に関する指導を行
うことにより改善を図る。

7．インボイス方式（請求書等保存方式）
  仕入税額控除については、制度の信頼性
等の観点から、請求書等（インボイス）の
保存を要件に加える。
8．住民税の減税に伴い、地方税源の充実に
ついて配慮する。

（出所 ）財政制度審議会総会（第 6回）　平成
6 年 2 月 4 日配付資料⑵（財政制度審
議会「平成 5 年度　財政制度審議会資
料集　総会編」132-133ページ）。



8-138　税制改革の草案のイメージ

税制改革の草案のイメージ（平年度）

1． 減 税

①　 所 得 税 減 税
 ▲ 5.3　兆円

②　 住 民 税 減 税
③　 相 続 税 減 税  ▲ 0.3　兆円
④　 法 人 特 別 税  ▲ 0.3　兆円
⑤　 自 動 車 消 費 税  ▲ 0.1　兆円
（減 　 税 　 合 　 計）  （　▲ 6.0　兆円）

2． 歳 出 措 置

①　 社会保障制度等の歳出増（注 1）
（ゴールドプランの見直し等）

 ▲ 0.8　兆円

②　 政府部門の国民福祉税負担増（注 2）  ▲ 1.3　兆円

3． 償 還 財 源  ▲ 1.4　兆円

計  ▲ 9.5　兆円

国 民 福 祉 税 の 創 設
 〔 7 ％〕
（ 9年 4月 1日～）

 ＋ 16.6　兆円

消 費 税 の 廃 止
 〔 3 ％〕  ▲ 7.1　兆円

計  ＋ 9.5　兆円

（注 1）　ゴールドプランの見直し等のほか、生活扶助基準の引上げ、年金等の物価スライド等。
（注 2）　財貨・サービス等の購入主体としての国、地方公共団体の負担増加額。

（出所 ）財政制度審議会総会（第 6回）　平成 6年 2月 4日配付資料⑶（財政制度審議会「平成
5年度　財政制度審議会資料集　総会編」134ページ）。

456　　Ⅲ　予算


